
「高速ツアーバス等の過労運転防止のための検討会」報告書

H24年4月の関越道での高速ツアーバス事故の発生を受け、
【交替運転者の配置に関する過去の経緯】
○H13年12月：運転時間を２日平均で１日９時間とする「基準」の策定

過労運転防止検討会の設置

総務省勧告も踏まえつつ、「１日670km」の指針その他の
過労運転防止対策全般を見直すため、同年5月設置。

○H13年12月 運転時間を２日平均で１日９時間とする 基準」の策定
○H19年 2月：「あずみ野観光バス」の事故発生
○H20年 6月：１日の乗務距離を670kmとする交替運転者の配置「指針」の策定
○H22年 9月：「生理学的影響」を踏まえた検討を必要とする総務省勧告

夏 冬の多客期対策の実施

H24年7月：夏の多客期に向け、高速ツアーバス等の緊急対策として、夜間の実車距離（※）400kmを基本とする「夜間
の高速ツアーバス」の交替運転者の配置基準を策定

同年12月：スキー等の冬の多客期に向け、貸切バス全般について、高速ツアーバスと同様に、夜間の実車距離400kmを

夏・冬の多客期対策の実施

基本とする「夜間の貸切バス」の交替運転者の配置基準を策定

最終とりまとめ（H25年4月）

（※）実車距離…利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者等が設定した起点から終点までの距離

（１）交替運転者の配置基準（H25年8月1日より全面適用予定）

新高速乗合バス(貸切バス事業者の受託運行も含む) 観光等に使用される貸切バス

○距離：実車距離400kmまで
＊ただし 特別な安全措置を講ずる場合は500k まで

○距離：実車距離400kmまで
＊ただし 特別な安全措置を講ずる場合は500k までワ

ン
マ
ン
運

夜
間

＊ただし、特別な安全措置を講ずる場合は500kmまで

○時間：運転時間９時間以内

○連続乗務：連続4夜まで
＊ただし、400km超は連続２夜まで

＊ただし、特別な安全措置を講ずる場合は500kmまで

○時間：運転時間９時間以内

○連続乗務：連続4夜まで
＊ただし、400km超は連続２夜まで

運
行
の
上
限

（自社運行の場合には例外措置あり）

昼
間

○距離：実車距離500kmまで
＊ただし、特別な安全措置を講ずる場合は600kmまで

○時間：運転時間９時間以内

（自社 場合 例外措置あ ）

○距離：実車距離500kmまで
＊ただし、特別な安全措置を講ずる場合は600kmまで

○時間：運転時間９時間以内

（ 時 ま ま た休憩を れ 場合 例外措置あ ）

・第三者立会やＩＴ機器を活用した遠隔地点呼の強化、運行中の運行管理体制の確保、健康起因事故の防止、夜間ツーマン運行への配慮、
利用者への周知等

（２）その他の過労運転防止対策

（自社運行の場合には例外措置あり） （一時間以上のまとまった休憩を入れる場合には例外措置あり）
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はじめに 

 

平成２４年４月２９日（日）午前４時４０分頃、群馬県藤岡市の関越自動車

道上り線藤岡ジャンクション付近において高速ツアーバスが乗客４５名を乗せ

て走行中、当該道路の左側壁に衝突し、乗客７名が死亡し、乗客３８名が重軽

傷を負うという重大事故が発生した。 

そのため、国土交通省では、今後、同様の事故が発生しないよう、今回の事

故の重要な要因の１つとして考えられる過労運転の防止策を検討することを目

的とし、労働科学・生理学・医学・労働法・車両工学・経営システム工学の学

識経験者、バス事業者、労働組合等を委員とする「高速ツアーバス等の過労運

転防止のための検討会」（以下「検討会」という。）（座長：酒井一博公益財団法

人労働科学研究所所長）を平成２４年５月２８日に設置し、①乗務時間等の基

準・指針の見直し、②点呼のあり方、③運行管理体制のあり方、④その他過労

運転防止対策について検討を行うこととした。 

また、国土交通省では、事故を受けた対応について、同年６月１１日に「今

夏の多客期の安全確保のための緊急対策」等をとりまとめた1が、この中でも、

「乗務員の運転時間等の基準・指針等の見直し」などの過労運転防止対策につ

いては、本検討会において検討を進めるものと位置付けられた。 

 

これを受け、本検討会では、過労運転防止対策を検討するにあたって、次の

考え方にて進めることとした。 

・平成２４年の夏の多客期に向けて、早急に、緊急対策を取りまとめる。 

・同年夏の緊急対策としては、直接的に過労運転防止を図ることができる運

転時間、運行距離等の基準・指針の見直しに取り組む。また、対策の検討

にあたり、基準等の強化のみならず、その実効性を高めるための措置を合

わせて行う。 

・次に、夏の緊急対策の実施結果等を踏まえ、平成２４年中にスキーバス等

の貸切バスの夜間運行に係る冬期の多客期対策をまとめる。 

・平成２４年度末までに、高速ツアーバスが移行することを予定している新

高速乗合バス及び貸切バス全般に係る運転時間、運行距離等の基準・指針

の見直し並びに点呼のあり方、運行管理体制のあり方、その他健康状態に

起因する事故防止対策など過労運転防止対策全般についてまとめる。 

  

 
1 詳細については以下の URL を参照 

http://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo10_hh_000030.html 
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座長 酒井  一博  公益財団法人労働科学研究所 所長 
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（行政関係者） 
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厚生労働省 
 

（事務局） 
 
国土交通省自動車局 
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（検討会開催経緯） 

検討会では、各委員及び関係者の協力を得て、１０ヶ月の間に以下の計９回

の検討を行った。 

 

◇第１回検討会（平成２４年 ５月２９日） 

【主な検討項目】検討項目の整理 

検討会スケジュール 

過労運転防止に係る緊急対策に係る論点整理 

 

◇第２回検討会（平成２４年 ６月２０日） 

【主な検討項目】過労運転防止に係る緊急対策の審議 

 

◇第３回検討会（平成２４年 ６月２７日） 

【主な検討項目】過労運転防止に係る緊急対策の決定 

 

◇第４回検討会（平成２４年 ７月３０日） 

【主な検討項目】緊急対策の実施状況（同年７月末時点）の報告 

関係者ヒアリング 

 

◇第５回検討会（平成２４年１１月 ５日） 

【主な検討項目】今後の検討項目・検討スケジュールについての審議及び決定 

緊急対策の実施状況（結果）の報告 

夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準の審議 

 

◇第６回検討会（平成２４年１１月２０日） 

【主な検討項目】夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準の決定 

 

◇第７回検討会（平成２５年 ２月１２日） 

【主な検討項目】新高速乗合バスの交替運転者の配置基準の審議 

 

◇第８回検討会（平成２５年 ３月 ７日） 

【主な検討項目】昼間の貸切バスの交替運転者の配置基準の審議 

健康状態に起因する事故防止のための取組みに係る意見交換 

 

◇第９回検討会（平成２５年 ３月２６日） 

【主な検討項目】報告書（案）のとりまとめ 

 

 

夏
の
緊
急
対
策 

（
平
成
二
四
年
七
月 

～
八
月
） 

冬
期
の
多
客
期
対
策 

（
平
成
二
四
年
一
二
月 

 

～
平
成
二
五
年
二
月
） 
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交替運転者の配置基準の策定経緯は、図１の通りである。 

また、上記の検討会各回で配布した資料については、国土交通省のＨＰ

http://www.mlit.go.jp/jidosha/basu に公開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 1 交替運転者の配置基準の策定経緯 

H24年4月、関越道での高速ツアーバス事故発生を受け、
過労運転防止のための有識者検討会を設置。

○距離： 実車距離400kmまで
ただし、特別な安全措置を講じ、その内容について公
表を行っている場合は500kmまで

○時間： 乗務時間10時間以内

「夜間の高速ツアーバス」の配置基準策定

今後の予定

○距離： 実車距離夜間400km、昼間500kmまで
ただし、特別な安全措置を講じている場合は、

夜間500km、昼間600kmまで

○時間： 運転時間9時間以内

○夜間乗務：連続4夜まで
（400km超の乗務にあっては連続2夜まで）

（昼間については、一時間以上のまとまった休憩を入れる場合には例外措置あり）

「夜間の貸切バス」の配置基準策定

○H13年12月:運転時間を2日平均で１日9時間とする「基準」
を策定

○H19年2月：「あずみ野観光バス」の事故発生
○H20年6月：１日あたりの乗務距離を670kmとする交替運

転者の配置「指針」の策定
○H22年 9月：総務省勧告

過労運転防止に係る従来の取組

夏の緊急対策（H24年７月２０日より適用）

冬季多客期の対策（H24年１２月1日より適用）

新高速乗合バスの安全対策
（H25年８月１日より適用予定）

○距離： 実車距離夜間400km、昼間500kmまで
ただし、特別な安全措置を講じている場合は、

夜間500km、昼間600kmまで

○時間： 運転時間9時間以内

○夜間乗務：連続4夜まで
（400km超の乗務にあっては連続2夜まで）

（自社運行の場合には例外措置あり）

「夜間及び昼間の新高速乗合バス」の配置基準策定

「昼間の貸切バス」の配置基準策定、
「夜間の貸切バス」の配置基準一部修正

貸切バスの安全対策
（H25年８月１日より適用予定）

○距離： 実車距離400kmまで
ただし、次のイ又はロを満たす場合は、500kmまで
イ 高速ツアーバスと同じ特別な安全措置を講ずる場合
ロ 休息期間及び休憩時間が一定の条件を満たす場合
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１．高速ツアーバス等の夜間運行に係る緊急対策等について 

過労運転防止に係る緊急対策として検討会が検討することとした「乗務員の

運転時間等の基準・指針の見直し」については、以下の考え方により、高速ツ

アーバス及び会員制高速バス（以下「高速ツアーバス等」という。）に関し、「交

替運転者の配置基準」を設定することにより対処することとなった。 

・日々の乗務の中での“複数の運行”による疲労の蓄積を防止することを趣

旨として、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年８月１日運輸省令第

４４号。以下「運輸規則」という。）第２１条第１項に基づき、「勤務時間

等基準告示」（旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第１項の規定に基づく

事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準（平成１３年１

２月３日国土交通省告示第１６７５号）をいう。以下同じ。別紙１参照）

が定められている。 

・それに加え、長距離又は夜間における“一運行”による過労を防止するこ

とを趣旨として、運輸規則第２１条第６項に基づき「交替運転者の配置」

に関する規定が定められているが、当該規定の内容については、勤務時間

等基準告示による運転時間等と同じ、夜間・昼間の別の無い内容となって

いた（別紙１参照）。なお、「交替運転者の配置」に関しては、試行的であ

るが、運転時間は２日平均で１日９時間までとされていることを受けて、

１日当たりの運転時間９時間に相当する乗務距離を「６７０ｋｍ」とする

指針（一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗務距離による交替運転者の配

置の指針について（平成２０年６月２７日国自安第３９号、国自旅第１３

３号）をいう。別紙１参照）が定められていたところである。 

・昨夏の緊急対策として、夜間ワンマン運行の安全を確保するため、夜間運

行に係る生理学的な検討を加え、交替運転者の配置基準に夜間・長距離の

“一運行”に対する基準を設定することとした。 

 

交替運転者の配置基準については、運行時間か運行距離かのどちらかの方法

で設定することが考えられる。貸切バス事業者と旅行業者とが運送契約を行う

際には、必要な運転者の数を明確にしておく必要があるが、運行時間に拠るよ

りも、運行距離に拠る方が貸切バス事業者が旅行業者に対して交替運転者の必

要性を説明しやすいという指摘がある。そのため、一運行あたりの運行距離を

ベースに交替運転者の配置基準を設定することとした。 

 

また、交替運転者の配置基準を設定する運行距離については、回送距離を含

む総運行距離か実車距離（利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能

な区間として、旅行業者又は会員制高速バスの運営主体が設定した起点から終

点までの距離をいう。）のどちらかの方法で設定することが考えられた。同一経
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路で複数の事業者より提供されるサービスを比較する場合、利用者にとっては

実車距離を指標に運転者の配置数が決まっている方がわかりやすいことから、

交替運転者の配置基準を設定する運行距離は、実車距離とした。ただし、実車

距離が短いのに、回送距離が極端に長い場合も想定されることから、回送運行

を含む一運行あたりの乗務時間の上限を設けることとした。 

 

実車距離の上限について、バス運転者へのアンケート調査により、安全に運

転できる運行距離を把握し、あわせて労働科学の観点から生理学的な検討を行

いつつ、配置基準を設定することとした。 

 

また、運行の時間帯により、夜間運行と昼間運行と大きく分けられるが、夜

間（特に午前２～４時）が生理学的に最も眠くなる時間であり、安全上問題が

発生しやすい。このため、昨夏の過労運転防止に係る緊急対策としては、この

時間帯に実車運行する高速ツアーバス等の夜間運行に対して交替運転者の配置

基準を定めることとし、昼間運行については、引き続き議論することとした。 

 

（１）高速ツアーバス等の夜間運行に係る昨夏の緊急対策のまとめ 

①交替運転者の配置基準 

本検討会において、高速道路を経由する運行に従事するバス運転者に対し

てアンケート調査を実施したところ、総配布数４，９７０部に対し、約５８％

の２，８７５部を回収した。 
この調査において、「夜間にワンマンで安全に運転できると思われる距離」

についての質問に対するバス運転者の回答の８割が４００ｋｍまでの範囲

に収まることから、運転者１名で運行できる距離を原則４００ｋｍまでとし、

それを超える運行については交替運転者を配置することを要することとし

た。 
また、バス事業者と労働組合の間で結ばれた労使協定や事業者の自主的な

基準によれば、実車距離ベースで３５０ｋｍ～４５０ｋｍ程度となっており

（第２回検討会資料３の参考資料）、アンケート調査では、より適切な運行

管理を行えば、運転者の安全に運転できる距離は変わりうるという回答を得

ている。このため、４００ｋｍ超え５００ｋｍまでの運行については、バス

事業者が特別な安全措置を講じ、その取り組みを公表していれば、ワンマン

運行を認めることとした。 
さらに、回送運行を含む総運行距離が長いことによる運転者の疲労等に考

慮して、運転者の乗務時間の上限を定めることとし、一運行あたりの運転時

間９時間（勤務時間等基準告示により２日平均で１日９時間）に、４時間（同

告示により連続運転時間は４時間まで）ごとに３０分以上の休憩を取得する

ことを考慮に入れて、乗務時間（運行の乗務開始から乗務終了までの時間）
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の上限を１０時間とすることとした。 
これらをまとめ、過労運転防止に係る平成２４年の夏からの緊急対策とし

て、高速ツアーバス等について交替運転者の配置基準を表１の通りの内容で

定め、平成２４年７月２０日より施行した。 
 

表 1．夜間の高速ツアーバス及び会員制高速バスの交替運転者の配置基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（※１）夜間運行…最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻が、午前２時から

午前４時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。 

（※２）実車距離…利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者

又は会員制高速バスの運営主体が設定した起点から終点までの距離をいう。 

（※３）特別な安全措置… 

①必須項目（以下の全てに適合すること） 

イ）遠隔地における第３者立ち会いによる点呼又はＩＴを活用した点呼 

ロ）デジタル式運行記録計による運行管理 

ハ）連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を確保 

ニ）運行直前の休息期間が１１時間以上 

②選択項目（以下の１つ以上に適合すること） 

ホ）日本バス協会の安全性評価認定を受けている 

ヘ）安全運行協議会による安全措置に関する調査を実施 

ト）高速バス運転者の育成プログラムを有する 

チ）ドライブ・レコーダーによる運転者指導 

リ）衝突被害軽減ブレーキの装着 

ヌ) 車線逸脱警報装置の装着 

ル）居眠りを感知できる装置の装着 

ヲ）24 時間常駐体制による運転者サポート 

（※４）乗務時間…当該運行の乗務開始から乗務終了までの時間 

 

夜間運行（※１）する高速ツアーバス及び会員制高速バス 

ワ
ン
マ
ン
運
行
の
上
限 

夜 

間 

○距離：実車距離（※２）400km まで  
＊ただし、特別な安全措置（※３）を講じ、その内容について公表を行

っている場合は 500km まで  
 

○時間：乗務時間（※４）１０時間以内 
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上述した夜間の高速ツアーバス等の交替運転者の配置基準の内容は、運輸

規則第２１条第６項中の「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場

合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれがあ

るとき」の解釈等を規定した「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用

について」（平成１４年１月３０日国自総第４４６号、国自旅第１６１号、

国自整第１４９号）（以下「解釈運用通達」という。）の第２１条第６項の解

釈等を改正することにより対応を行った（別紙２－１参照）。すなわち、１

日当たりの運転時間の上限に相当する乗務距離を「６７０ｋｍ」とする指針

とは異なり、この基準に従わない場合には、運輸規則第２１条第６項の違反

として、行政処分の対象とするものである。 
また、運輸規則第２８条の２第１項の規定に関する解釈等では、解釈運用

通達において、運行指示書と異なる運行を行う場合には、原則として、運行

管理者の指示に基づいて行うよう指導することを定めているが、この部分に

ついても平成２４年７月２０日の解釈運用通達の改正において、「ただし、

運転者が運転中に疲労や眠気を感じたときは、運行管理者の指示を受ける前

に運転を中止し、その後速やかに運行管理者に連絡を取り、指示を受けるよ

う指導すること。」の規定を設け、更なる過労運転防止を図ることとした。 
 

②「夜間の高速ツアーバス等の交替運転者の配置基準」の実効性を確保するた

めの措置 

対策の検討にあたり、基準等の強化のみならず、その実効性を高めるため

の措置を合わせて行う必要があるとの考え方から、表２の通りの実効性を確

保するための措置を講じた。 
 

表 2．「夜間の高速ツアーバス等の交替運転者の配置基準」の実効性を確保

するための措置及びその実施結果 

実効性確保のための措置 実施結果 
１）運行管理が着実に実行されるための手段 
 ①高速ツアーバス運行事

業者への緊急講習 
平成２４年７月中旬までに各地方運輸局において、合

計３８箇所、計４０回の高速ツアーバス運行事業者の

運行管理者に対する緊急講習を開催。 
②－１高速ツアーバス運

行事業者による運行管

理等の自己チェック 

平成２４年７月中旬までに高速ツアーバス事業者２１

２社が、特別な安全措置の実施について自己チェック

を行い、その結果を国土交通省に報告。 
②－２事業者による自主

点検 
平成２４年１０月３１日までに、高速ツアーバスを主

催している旅行業者５３社がそれぞれ安全運行協議会

を設置し、各々の安全運行協議会に参加している高速

ツアーバス事業者のバスの乗降場等において、法令遵
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守状況等を抜き打ちで調査。また、高速ツアーバス事

業者１９９社がいずれかの安全運行協議会に参加。 
③一斉点検2 交替運転者の配置基準等の緊急対策の実施状況等を確

認及び指導するため、各地方運輸局が平成２４年７月

～８月にかけて全国の高速ツアーバス出発地点等で２

５回実施し、車両数３３２台の車両を点検し、うち７

３両に対して指導書を交付。 
２）利用者が実効性を見守ることができる仕組み 
 ④利用者への表示 旅行業者による募集時のインターネット等の表示及び

バス事業者による車外・車内表示の方法等について記

載した高速バス表示ガイドラインを平成２４年６月２

９日に公表。 
⑤通報窓口への設置 平成２４年７月２日に国土交通省のウェブサイト上に

通報窓口を設置。運用開始から平成２４年１０月３１

日までの間に４３件の通報（粗暴運転（速度超過、煽

り等）、駐車禁止場所での乗車、交替運転者の配置等）

あり。通報内容については地方運輸局と情報を共有。

３）運転者が過労運転を回避できる支援 
 ⑥サービスエリア等での

体調報告 
平成２４年７月２３日～同年９月２日にかけて、高速

ツアーバスの運転者が過労運転を回避できるための措

置として、休憩地点等において運行管理者等への体調

報告等を求め、その結果を記録させることとした。一

定の効果が得られた旨、第５回検討会にて報告。 
⑦疲労感を覚えたときの

措置 
平成２４年７月２０日から施行。一定の効果が得られ

た旨、第５回検討会にて報告。 
４）事業者による運行管理の高度化のための措置等 

⑧デジタコ及びドラレコ

の導入促進 
平成２４年度、補助制度を実施（予算：約８００百万

円）。 
平成２５年度、予算要求中（要求額：約１，１００百

万円。要求内容：先進安全自動車（ASV）やデジタル

式運行記録計等の導入、社内安全教育、過労運転防止

のための先進的な取組に対する支援） 

⑨衝突被害軽減ブレー

キ、車線逸脱警報措置

等の先進的な技術の導

入促進 
 

なお、「夜間の高速ツアーバス等の交替運転者の配置基準」の周知につい

ては、別紙２－２のチラシ等を用い、関係団体・関係省庁が連携して行った。 

 
2 詳細については、以下の国土交通省自動車局のプレスリリース「高速ツアーバスに対する

一斉点検の結果について」（平成 24 年 9 月 5 日）を参照。 
http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000109.html 
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（２）スキーバス等貸切バスの夜間運行に係る冬季の多客期対策のまとめ 

①交替運転者の配置基準 
高速ツアーバス等以外の貸切バスとして、スキーバス、周遊バス、テー

マパーク行きバス等の夜間・長距離運行の貸切バスがあるが、これらの貸切

バスについても、高速ツアーバス等と同様、ワンマン運行である場合には過

労運転を引き起こしかねないという安全上のリスクが存在する。このため、

実車距離が４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行には、高速ツアーバス等と

同様の対策が必要であるとの考えから、夜間・長距離運行する貸切バス全般

に交替運転者の配置基準を適用することとした。 
一方で、高速ツアーバス等以外の夜間・長距離運行する貸切バスは、高

速ツアーバス等と異なり、「ダイヤに従った定時運行を行う必要性が無い」

「連日、夜間・長距離運行することは少ない」「運行途中で乗客が観光など

を行うため乗務員が一定時間のまとまった休憩をとれる場合も見受けられ

る」という実態があることから、高速ツアーバス等の緊急対策の内容を基本

としつつ、貸切バスの運行実態を踏まえ、高速ツアーバス等以外の貸切バス

全般の夜間運行に係る交替運転者の配置基準を表３の通りの内容で定め、平

成２４年１２月１日より施行した。 
 

表 3．夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（※１）夜間運行…最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻が、午前２時から

午前４時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。 

（※２）実車距離…利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者

又は会員制高速バスの運営主体が設定した起点から終点までの距離をいう。 

（※３）運転者の休息期間及び休憩時間が以下の(ⅰ)～(ⅲ)の条件を全て満たす場合 

(ⅰ) 運行直前の休息期間が１１時間以上 

(ⅱ) 連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を確保 

(ⅲ) 実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間に適切な仮眠施設（運転者が身体を伸

ばして仮眠することのできる施設（車両床下の仮眠施設、リクライニングシート等

の座席を含む）をいう。）で仮眠するための連続１時間以上の休憩を確保 

夜間運行（※１）する貸切バス

ワ
ン
マ
ン
運
行
の
上
限

夜 

間 

○距離：実車距離（※２）400km まで  
＊ただし、次のイ又はロを満たす場合は 500km まで 

イ 高速ツアーバス等の「特別な安全措置」を講ずる場合 

ロ 運転者の休息期間及び休憩時間が一定の条件（※３）を満たす場

合 
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上述した夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準の内容についても、解釈

運用通達の第２１条第６項の解釈等を改正することにより対応を行った（別

紙３－１参照）。 
 
②「夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準」の実効性を確保するための措置 

当該交替運転者の配置基準についても、平成２４年１２月～平成２５年２

月の間に表４の通りの実効性を確保するための措置を講じた。 
 

表 4．「夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準」の実効性を確保するため

の措置及びその実施結果 

実効性確保のための措置 実施結果 
１）運行管理が着実に実行されるための手段 
 一斉点検3 交替運転者の配置等の冬期の多客期対策の周知並びに

必要な安全対策の実施状況等を確認及び指導するた

め、各地方運輸局が平成２４年１２月～平成２５年２

月にかけて全国の貸切バス事業者の営業所及び街頭に

おいて点検を実施。１０１の営業所及び１３９両の車

両を点検し、うち１４件に対して指導書を交付。 
２）利用者が実効性を見守ることができる仕組み 
 車内表示・車内放送に係

る指導 
平成２４年１２月～平成２５年２月にかけて、実車距

離が４００ｋｍを超える夜間運行を行う貸切バスにつ

いて、利用者に運行に関する情報を周知させるため、

車内表示及び車内放送を行うよう指導した。 
３）運転者が過労運転を回避できる支援 
 サービスエリア等での体

調報告 
平成２４年１２月～平成２５年２月にかけて、実車距

離が４００ｋｍを超える夜間運行を行う貸切バスの運

転者が過労運転を回避できるための措置として、休憩

地点等において運行管理者等への体調報告等を求め、

その結果を記録させることとした。 

４）その他 
事業者に対する周知 全ての貸切バス事業者や利用者に対する周知を徹底す

るため、関係団体非加盟事業者を含む全事業者に対し

て、関係団体とともに周知を徹底した。 

 
なお、「夜間の貸切バスの交替運転者の配置基準」の周知についても、別

紙３－２のチラシ等を用い、関係団体・関係省庁が連携し行った。 
 

 
3 詳細の結果は、第８回検討会参考資料５を参照。 
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２．長距離・長時間運行するバス全般に係る過労運転防止対策につ

いて 

 

（１）高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準の設定の考え方 

①高速乗合バス 

高速ツアーバス等については、平成２４年３月の「バス事業のあり方検討

会」報告書4を受けて、国土交通省として、新たな高速乗合バス（以下「新

高速乗合バス」という。）への一本化を２年以内に進めることとしていたが、

平成２４年４月２９日の高速ツアーバス事故を踏まえ、当初２年の工程を前

倒しし、平成２５年７月末までを目標に高速ツアーバス等の新高速乗合バス

への早期移行を図ることとしている。 

 

そのため、新高速乗合バス制度により運行される高速乗合バスについても、

高速ツアーバス等の緊急対策として定めた交替運転者の配置基準を踏まえ、

長距離・長時間のワンマン運行に対する交替運転者の配置基準の設定を行う

ことが必要となった。 

 

また、新高速乗合バス制度においては、貸切型委託運行5が可能となるが、

この貸切型委託運行についても新高速乗合バスにおける交替運転者の配置

基準の中で、配置基準を設定することとした。 

 

既存の高速乗合バス路線は、大都市やその周辺都市及び地方都市において

は生活交通としての役割も担っている側面があるなど、運行形態面では以下

のような特徴がある。 

・大都市中心部と周辺都市や空港を結ぶ路線など、昼間運行の中・短距離の

路線が多い。 

・一般道の走行が長く経由地や途中の停留所が多い路線が存在する。 

・長距離路線の場合、途中の中継地点で乗り継ぎにより運転者が交替する運

行形態も多い。 

・夜間ワンマン運行では、運行途中で仮眠休憩をとる路線が多くあり、適切

な仮眠休憩の確保により実車距離５００ｋｍを超える長距離路線も存在

する。 

 

 

 

 
4 詳細については、以下のプレスリリース「バス事業のあり方検討会（旧）」を参照。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk3_000040.html 

 
5 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３５条第１項の許可を受けて行う管理の受

委託であって、委託者の高速乗合バスに係る一般乗合旅客自動車運送事業の管理を他の

一般貸切旅客自動車運送事業者に委託し、受託者が保有する事業用自動車をその運行の

用に供する運行をいう。 
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このような様々な路線における安全運行の確保を図るため、既存の高速乗

合バス事業者では、運行距離や乗務時間に応じて、運行前又は運行途中にお

ける十分な休息・休憩時間を設定し、あるいはローテーションを組んで同一

の運転者に長距離・長時間乗務が集中しないようにするなど、過労運転防止

に十分に配慮した運行がなされているところである。 

 

今回、新高速乗合バスの交替運転者の配置基準を設定するにあたっては、

このような既存の高速乗合バス事業者の安全対策も勘案し、運行距離及び運

転時間に応じて、 

・運行前の休息・運行途中での適切な休憩の確保を求める規定 

・同一の運転者に長距離・長時間のワンマン乗務が集中しないように週当た

りの乗務回数及び夜間ワンマン運行の連続乗務回数を制限する規定 

を設けることとしたものである。 

 

②貸切バス 

貸切バスのワンマン運行については、高速ツアーバス等や高速乗合バスと

同様、長距離・長時間の運行が行われる場合、過労運転による事故を生じか

ねないという安全運行上のリスクが存在するため、交替運転者の配置基準が

必要である。 

 

貸切バスのうち、新高速乗合バス制度へ移行する高速ツアーバス等につい

ては、上述の通り、新高速乗合バスについて、昼間・夜間のワンマン運行に

対する交替運転者の配置基準を策定することとした。 

 

一方、高速ツアーバス等以外の一般の貸切バスについては、高速乗合バス

と異なり、一般的に以下のような運行形態面での特性が認められる。 

・ダイヤに従った定時運行を行う必要性がないこと。 

・運行途中で乗客が観光などを行うため、運転者が一定時間のまとまった休

憩をとれる場合が見受けられること。 

・運行を受注する段階でワンマンかツーマンかを決める必要があるため、交

替運転者の配置基準については、運行計画段階で判断が可能で、かつ、

旅行業者等の発注者にも分かりやすく、基準適合性を判断できるもので

ある必要があること。 

 

このため、高速ツアーバス等以外の貸切バスについても、新高速乗合バス

の交替運転者の配置基準案及び上記の貸切バスの特性を踏まえつつ、１日当

たりの運転時間の上限に相当する乗務距離を「６７０ｋｍ」とする指針を見

直し、昼間運行について、新たに交替運転者の配置基準を設定するとともに、

平成２４年１２月１日にスキーバス等の冬季の多客期対策として設定した

夜間ワンマン運行に係る基準についても必要な見直しを行うこととした。 
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図 2 乗合バス、貸切バス、高速乗合バスの区分と交替運転者の配置基準の関係 

 

（２）交替運転者の配置基準の設定 

①新高速乗合バス及び貸切バスの夜間・昼間運行に係る交替運転者の配置基準 

新高速乗合バス（貸切型委託運行を含む。以下同じ。）及び貸切バス（貸

切型委託運行を除く。以下同じ。）の交替運転者の配置基準の設定にあたっ

ては、高速ツアーバス等の夜間運行に係る緊急対策で設定したのと同様、

実車距離を指標にワンマン運行かツーマン運行かが決まっていた方が利用

者にとって分かりやすく安心感が得られることから、実車距離をベースに

上限を設定するとともに、回送運行が長いことによる過労運転を防止する

観点から、回送運行を含む運転時間の上限を定めた。 

また、生理学的な観点から夜間運行の連続乗務について回数の上限を定

めた。 

 

具体的な距離、時間等については、現行の高速乗合バスの運行距離及び

運転時間の実態を踏まえつつ、疲労蓄積を防止する観点から生理学的な検

討を加えることにより、「高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基

準」を表５の通りの内容で定め、平成２５年８月１日より施行することと

した。 

 

  

交替運転者の配置基準：

乗合バス事業者

＜移行前＞

観光等に使用される
貸切バス

運転者・車両

貸切バス事業者Ａ

運転者・車両

貸切バス事業者Ｂ

利用者
企画旅行契約
＜旅行業法＞

貸切運送契約

高速ツアーバス

路線バス

乗合バス

運転者・車両

乗合バス事業者

乗合運送契約

＜道路運送法＞

旅客

高速乗合バス

＜移行後＞ 新高速乗合バスへの移行

路線バス

乗合バス

運転者・車両

乗合運送契約

＜道路運送法＞

旅客

新高速乗合バス

乗合バス事業者
（移行した旅行
業者等を含む）

旅行業者

観光等に使用される
貸切バス

貸切バス

運転者・車両

貸切バス事業者Ａ

運転者・車両

貸切バス事業者Ｂ

運行委託契約

貸切バス

国土交通大臣の
許可

H25年3月 夜間及び昼間の基準のとりまとめ
（H25年8月1日適用予定）

H25年3月 昼間の基準及び夜間
一部修正基準のとりまとめ
（H25年8月1日適用予定）

交替運転者の配置基準： な し H24年7月 夜間のみ策定 H24年12月 夜間のみ策定



15 
 

表 5．高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
新高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準については、解釈

運用通達の第２１条第６項の解釈等を改正することにより基準化し（別紙

４参照）、これに違反する場合には、行政処分の対象とすることとした。 

 

なお、労使協定等により、本基準よりも乗務距離が短い交替運転者の配

置基準を既に定めている場合にあっては、本基準を理由として運転者の労

働条件を低下させないよう努める必要がある。 

 

また、「高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準」が平成２５

年８月１日に施行することに伴い、「一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗

務距離による交替運転者の配置の指針について（平成２０年６月２７日、

国自安第３９号・国自旅第１３３号）」は平成２５年８月１日をもって廃止

することとした。 

 

②交替運転者の配置基準の設定にあたっての生理学的な検討 

ア．実車距離・運転時間の上限等の設定 

（ｱ）実車距離 

実車距離の上限については、生理学的観点から午前２時から午前４

時までの間が最も眠気が生じやすいとされていることから、この時間

帯に実車運行する場合を夜間運行として定め、夜間運行の実車距離の

上限については、原則４００ｋｍ（特別な安全措置を講じた場合に５

００ｋｍ）までとする高速ツアーバス等の緊急対策の内容を踏襲する

 新高速乗合バス(貸切バス事業

者の受託運行も含む)  
観光等に使用される 

貸切バス 

ワ
ン
マ
ン
運
行
の
上
限 

夜 

間 

○距離：実車距離 400km まで
＊ただし、特別な安全措置を講
ずる場合は 500km まで  

○時間：運転時間９時間以内 

○連続乗務：連続 4 夜まで  
＊ただし、400km 超は連続２夜

まで  
（自社運行の場合には例外措置あり） 

○距離：実車距離 400km まで
＊ただし、特別な安全措置を講
ずる場合は 500km まで  

○時間：運転時間９時間以内 

○連続乗務：連続 4 夜まで  
＊ただし、400km 超は連続２夜

まで 

昼 

間 

○距離：実車距離 500km まで
＊ただし、特別な安全措置を講
ずる場合は 600km まで  

○時間：運転時間９時間以内 

（自社運行の場合には例外措置あり） 

○距離：実車距離 500km まで
＊ただし、特別な安全措置を講
ずる場合は 600km まで  

○時間：運転時間９時間以内 

（一時間以上のまとまった休憩を入
れる場合には例外措置あり） 
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こととした。また、既述のバス運転者に対するアンケート調査におい

て、「夜間にワンマンで安全に運転できると思われる距離」と「昼間

にワンマンで安全に運転できると思われる距離」の差が約１００ｋｍ

あったことから、昼間については、原則５００ｋｍ（特別な安全措置

を講じた場合に６００ｋｍ）とした。 

また、夜間４００ｋｍ超えのワンマン運行を行う場合の特別な安全

対策としては、深夜勤務における眠気を防止するためには、勤務前の

十分な睡眠の確保と勤務の途中の適切な仮眠の取得が重要であると

されていることから、運行前休息期間１１時間の確保や運行途中１時

間以上の仮眠休憩の確保などを要件として設定した。 

 

（ｲ）運転時間 

回送運行を含む運転時間の上限については、勤務時間等基準告示に

おいて「運転時間は２日平均で１日９時間まで」とされていることを

踏まえ、１日の運転時間を原則９時間とし、これを超える運行につい

ては、高速乗合バス及び貸切バスの運行実態を踏まえつつ一週間当た

りの回数に制限を設けた。 

 

（ｳ）運行途中の休憩 

労働科学の知見によれば、疲労を蓄積させないためには、長時間働

いて長時間休むよりも、時間を短く働いてこまめに休憩をとる方が効

果的であるとされていることを踏まえ、連続運転時間を昼・夜とも原

則２時間までとするとともに、特に夜間４００ｋｍ超えのワンマン運

行については、実車運行区間で原則２時間毎に２０分と、より長い休

憩時間の確保を求めることとした。 

 

イ．連夜の夜間運行に対する制限の設定 

夜間ワンマン運行については、昼間運行よりも実車距離及び運転時

間についてより厳しい制限を定めるとともに、その実車距離に応じて

運行前及び運行途中における必要な休憩・休息時間を設定することに

より、１日の運転業務で安全上問題となる「（亜）急性又は日周性疲

労」6対策を講じることとした。 

しかしながら、生理学的には、人間は昼間に行動し、夜間に睡眠を

とる生活リズムを基本としていることから、夜間乗務に対して十分な

休憩・休息を与えたとしても、必ずしも睡眠の質が確保されない恐れ

があり、これを連夜行う場合には、運転者に疲労が蓄積し、「週内性

又は慢性疲労」6による過労運転につながる恐れがある。 

 
 
6 疲労の分類・・・ 

◇急性疲労 ：数分から十数分で仕事の継続が難しくなる疲労。通常、一晩の睡眠で回復する。  
◇亜急性疲労 ：数時間で仕事の継続が難しくなる疲労。通常、一晩の睡眠で回復する。 
◇日周性疲労 ：１日の仕事の終わり或いは寝る前の疲労の状態。通常、一晩の睡眠で回復する。  
◇週内性疲労 ：週末の仕事終わりの疲労の状態。通常、休日のリフレッシュや睡眠で回復する。  
◇慢性疲労 ：長期（１ヶ月以上）にみて、いつも疲れた状態。平日や休日の睡眠のみでは回復しない。  
なお、その都度の疲労の程度が強い場合（過度の疲労の場合）、“過労”と呼ぶ。 
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このため、既存の高速乗合バス事業者の運行管理の実態を踏まえ、

夜間ワンマン運行の連続乗務回数については、４００ｋｍ以下の乗務

では２往復（４回連続）、４００ｋｍ超えの乗務では 1 往復（２回連

続）までとした。 
 

（３）点呼のあり方 

①第三者立会やＩＴ機器を活用した遠隔地点呼の強化 

点呼を対面で実施することは、疾病、疲労等を確認する上で重要である

が、現行の運輸規則第２４条第１項においては、遠隔地において乗務が開

始又は終了する場合には、「運行上やむを得ない場合」であるとし、電話の

みでの点呼が可能となっている。 

これに対して、既存の高速乗合バス事業者においては、運転者が遠隔地

点呼を電話で行う際、共同運行事業者の運行管理者又は補助者が立ち会っ

た上で電話点呼を行うといった自主的取組を行っている。また、近年はア

ルコール検知器と連動する携帯電話等のＩＴ機器を活用し、電話のみの点

呼よりも更に実効性を確保し、疾病、疲労等を確実に確認する事業者も増

えてきている。 

遠隔地点呼を強化することにより、運転者の過労運転による事故防止に

も繋がることから、既存の事業者の自主的な取組を踏まえ、今回、これを

基準化することとした。 

 

具体的には、今後、新高速乗合バス及び貸切バス（貸切バスにあっては

実車距離４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行を行うものに限る。）は、遠

隔地で始業・終業点呼を電話で行う場合には、第三者（他営業所の運行管

理者又は補助者や契約関係にある旅客自動車運送事業者の運行管理者又は

補助者等をいう。）の立会いのもと、運転者の顔色等を含めた疾病、疲労等

の確認及び酒気帯びの有無の確認を行わなければならないこととした。 

第三者の立会いによる点呼が出来ない場合には、ＩＴ機器を活用した点

呼を行わなければならないこととした。 

 

また、遠隔地点呼の強化については、平成２６年１月１日より施行する

こととした。 
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※１ 共同運行事業者その他の旅客自動車運送事業者の運行管理者又は補助者（以

下「運行管理者等」）による立ち会いも可。ただし、立ち会いに関する契約を要

することとする。 

※２ 運転者が携帯する装置（以下「携帯型端末」という。）等のカメラで撮影し

た画像及びアルコール検知器の測定結果によって、運転者が所属する営業所の運

行管理者等が当該運転者の疾病、疲労等の状況及び酒気帯びの有無を確認できる

とともに、当該画像及び当該測定結果を当該営業所に設置した装置へ自動的に記

録及び保存できる機器を活用した点呼をいう。 

なお、夜間 400km を超えるワンマン運行に従事する運転者の疾病、疲労等の

有無を確認する際は、動画が見られる機器を用いることとする。 

○新高速乗合バス
○貸切バス（実車距離４００ｋｍを超える夜間ワンマン

運行に限る。）

ＩＴを活用した点呼（※２）

現行の遠隔地点呼（電話、携

帯電話、業務無線等で可）

始業・終業時の遠隔地点呼の強化

他営業所の
運行管理者等（※１）

交替運転者

営業所

第三者立会による
電話等の点呼

＋

（ワンマン）

又は

営業所等

対
象

図 3 始業・終業時の遠隔地点呼の強化 
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②乗務中の体調報告 

点呼は、始業・終業時に行わなければならないこととなっているが、夜

間又は長距離のワンマン運行については、昨夏の緊急対策及び昨冬の多客

期対策において、運転者が疲労や体調の異変等を運行管理者に伝えやすい

環境を醸成するために、運転者が休憩地点への到着時等に運行管理者又は

補助者に体調等を報告し、その結果を記録させたところである。 

今般、これを過労運転防止対策として交替運転者の配置基準の中で制度

化することとし、新高速乗合バス及び貸切バスにあっては、 

・実車距離４００ｋｍ超えの夜間ワンマン運行 

・実車距離５００ｋｍ超えの昼間ワンマン運行 

を行う場合には、その要件として、運転者は乗務途中で運行管理者又は補

助者に電話で連絡し、体調報告を行うとともに、運行管理者又は補助者は

その結果を記録し、保存しなければならないこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③点呼時の確認事項 

今回の交替運転者の配置基準では、運転時間９時間を超える運行や実車

距離６００ｋｍを超える運行について週当たりの回数制限を導入するとと

もに、生理学的な観点から夜間ワンマン運行の連続乗務回数制限を導入し

たところである。 

これらの基準については、各バス事業者においては、運転者の乗務割を

作成するにあたり考慮し遵守しなければならないことは勿論のことである

が、運転者が運転業務に関し他社で兼業を行っていないか常に把握し、も

し他社の運転業務を兼業している運転者がいる場合には、休日明けの点呼

の際に、休日中に他社で長距離乗務や夜間乗務を行っていないかを確認し、

兼業先での運転時間や夜間乗務を含めてこれらの週当たりの乗務回数制限

等に抵触する乗務になっていないことを確認する必要がある。 

 

乗 務 途 中

体調報告

（点呼簿に記録）

乗務中の体調報告

営業所 等

（ワンマン運行に限る）

○新高速乗合バス ○貸切バス

（いずれも実車距離４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行
及び 実車距離５００ｋｍを超える昼間ワンマン運行に限る。）

乗務の概ね中間

対
象

図 4 乗務中の体調報告 
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（４）運行管理体制 

①バス運行中における運行管理体制の確保 

運行開始後に生じた運転者の体調変化や、交通事故や渋滞等による走行

環境の変化、異常気象、路線障害等により輸送の安全確保に支障が生じる

おそれがある場合に、運行管理者が、運行の継続、中止等について必要な

判断、指示等が行えるよう、車両運行中の運行管理体制を強化する必要が

ある。 

 

②デジタル式運行記録計の活用 

現在、１００ｋｍを超える運行系統を運行する乗合バス及び全ての貸切

バスは、アナログ式又はデジタル式いずれかの運行記録計の装着が義務付

けられているが、特に交替運転者が配置されていない状況で運行が長距

離・長時間にわたる場合には、過労運転防止の観点から運転者の運転時間

を正確に管理することが重要である。 

デジタル式運行記録計は、瞬間速度、運行時間、運行距離等を電子デー

タで記録することにより詳細なデータ管理・統計処理を行うことができる

ため、運転時間等の法令遵守状況の確認や過労運転の防止に大きな効果が

ある。 

そのため、今回の交替運転者の配置基準において、新高速乗合バス及び

貸切バスがそれぞれ以下の長距離・ワンマン運行を行う場合には、その要

件として、デジタル式運行記録計による運行管理を行わなければならない

こととし、平成２６年１月１日より施行することとした。 

 

ア．新高速乗合バス 

・実車距離４００ｋｍ超えの夜間ワンマン運行 

・実車距離５００ｋｍ超えの昼間ワンマン運行 

イ．貸切バス 

・実車距離４００ｋｍ超えの夜間ワンマン運行 

・実車距離６００ｋｍ超えの昼間ワンマン運行 
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図 5 デジタル式運行記録計の活用 

 

（５）健康状態に起因する事故防止のための取組み 

①健康状態に起因する事故の発生状況とこれまでの取組み 

近年、事業用自動車の運転者の健康状態に起因した事業用自動車の重大

事故は増加傾向にあり、道路運送業に係る１０万人当たりの労災件数は他

業種と比べても高い状況にある。 

しかしながら、労働安全衛生法に定められた運転者の健康診断が徹底さ

れていない事業者が依然存在し、有所見率も増加傾向にあるなど、健康状

態に起因する事故防止の取組みについては充実・強化を図っていく必要が

ある。 

これまでの取組として、法令において、定期健康診断の義務付け、点呼

時の健康状態の把握及び疾病、疲労等の状態にある乗務員を乗務させるこ

との禁止に関する規定を設けるとともに、「事業用自動車の運転者の健康管

理に係るマニュアル」（平成２２年７月）7を策定し、啓発注意喚起を行っ

 
7 「事業用自動車の運転者の健康管理に係るマニュアル」・・・ 

「自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会」において平成２２年７月に策定（下記

ＵＲＬにおける第２分冊参照）。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/press20100706.html 

運 行 形 態
ワンマン運行

（実車距離４００ｋｍ超えの夜間ワンマン運行及び
実車距離５００ｋｍ超えの昼間ワンマン運行）

ワンマン運行
（左以外）

ツーマン運行

高速乗合バス
デジタコによる運行管理を行うことを、当該ワンマン
運行を認める要件の１つとする

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

貸切型委託運行
デジタコによる運行管理を行うことを、当該ワンマン
運行を認める要件の１つとする

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

運 行 形 態 ワンマン運行
（実車距離４００ｋｍ超の夜間ワンマン運行）

ワンマン運行
（左以外）

ツーマン運行

高速ツアーバス
会員制高速バス

デジタコによる運行管理を行うことが、当該ワンマン
運行を認める要件の１つ

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

昨夏の緊急対策時

今後

運 行 形 態
ワンマン運行

（実車距離４００ｋｍ超えの夜間ワンマン運行及び
実車距離６００ｋｍ超えの昼間ワンマン運行）

ワンマン運行
（左以外）

ツーマン運行

貸切バス
（貸切型委託運行を除く。）

デジタコによる運行管理を行うことを、当該ワンマン
運行を認める要件の１つとする

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

デジタコ又はア
ナタコいずれか

による管理

運 行 形 態 全ての運行

高速乗合バス（１００ｋｍを超え
る運行系統を運行するもの）

貸切バス（高速ツアーバス
＆会員制高速バスを含む）

デジタコ又はアナタコいずれかによる管理

昨夏以前
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てきた。関係団体においても、当該マニュアルの周知やＳＡＳ（睡眠時無

呼吸症候群）への対策に取り組んでいるところである。 

 

②考えられる今後の取組み 

上記の事故発生等の状況から、健康状態に起因する事故防止の取組につ

いて、今後更に進めていく必要がある。したがって、国土交通省として、

以下について今後取組みを進めて行くこととする。 

 

ア．事業者・関係団体の取組み 

（ｱ）事業者から運転者に対し、喫煙、飲酒、睡眠等、日常の生活習慣管

理の重要性について周知。また事業者による日頃の健康状態を把握・

確認することの重要性を改めて徹底 

（ｲ）定期健康診断の受診の徹底 

 

イ．行政の取組み 

（ｱ）事業用自動者の運転者の健康起因事故の発生状況の詳細分析 

（例）健康状態に起因する事故の原因として発生頻度の多い疾病 

（ｲ）運転者の体調等の把握を支援する等の過労運転防止に資する機器※の

普及促進（別紙６参照） 

※ IT を活用した遠隔地における点呼機器、運行中の疲労状態を測定する機器、 

休息期間における睡眠状態を測定する機器、運行中の運行管理機器 

（ｳ）「事業用自動車の運転者の健康管理に係るマニュアル」の随時更新 

 

ウ．事業者・関係団体及び行政が一体となった取組み 

（ｱ）日常的な健康管理方法の検討及び導入 

（ｲ）定期健康診断項目以外の項目に係る検査の必要性の検討及び利用促

進 

 

（６）その他過労運転防止のために配慮すべき事項 

①ツーマン運行を含む夜間運行に対する配慮 

今般、生理学的な観点から夜間ワンマン運行について連続乗務回数の制

限を設けたところであるが、夜間運行については、ツーマンであってもこ

れが一週間以上にわたって連続して行われる場合には、同様に、運転者に

疲労が蓄積し、「週内性又は慢性疲労」による過労運転につながる恐れがあ

る。 

このため、夜間運行の多い事業者においては、運転者の交番表を作成す

るにあたり、少なくとも週に 1 日はツーマン運行も含め夜間運行を行わな

い日又は休日を入れるよう配慮することが望ましい。 
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３．その他の課題と対応 

（１）衝突被害軽減ブレーキの普及促進など車両側での安全対策の推進 

衝突被害軽減ブレーキ、ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警報装置、車線

維持支援制御装置をはじめとする先進技術を用いて車両側で実施する安全対

策については、直接的な事故の防止又は事故の被害を軽減するものである。 

更なる輸送の安全を確保するため、過労運転防止対策に加え、これらの装

置について補助制度も活用しながら、積極的に導入していくことが望まれる※。 

※ 衝突被害軽減ブレーキについては、車両総重量 12ｔを超えるバスに対して装着が

義務付けられる（新型車：平成 26 年 11 月 1 日以降、継続生産車：平成 29 年 9 月 1

日以降）ことが決定8。 

 

（２）交替運転者の配置基準遵守の徹底 

国土交通省においては、今般、運行距離、運転時間、休憩時間など、過労

運転防止のために多岐にわたる詳細な基準を定めたところであり、バス事業

者に対し、これらの基準を分かり易く説明し、周知するとともに、指導、監

督の強化を図る必要がある。 

一方、バス事業者側においても、自らが今回の交替運転者の配置基準につ

いて理解を深めるのは勿論のこと、法令遵守のための社内ルールを策定する

など、社内の体制整備を図る必要がある。 

 

（３）バス利用者への周知のための取組 

旅行業者を含むバス利用者においては、貸切バスの運行を発注する場合に

は、交替運転者の配置基準等の趣旨を理解し、安全に配慮した無理な行程と

ならないよう努めるとともに、安全な貸切バスを選定・利用することが望ま

れる。 

そのため、国土交通省においては「輸送の安全を確保するための貸切バス

選定・利用ガイドライン」（平成２４年６月２９日策定）9等により、バス利

用者に対して交替運転者の配置基準等を周知していくことが重要である。 

また、バス事業者は、バス利用者に安心してバスを利用して頂くため、過

労運転防止のための交替運転者の配置や運行途中での休憩場所・時間等につ

いて、車内放送等により利用者に情報提供することが望まれる。 

 

 

 

 
8  詳細については以下の URL を参照。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000119.html 
9 詳細については以下の URL を参照。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000011.html 
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（４）過労運転防止のための旅行業者と貸切バス事業者による連携・協力 

 貸切バスの運行については、多くの場合、旅行業者が旅行計画を作成し、

これを受けたバス事業者が具体的な運行計画を策定することとなる。このた

め、今般、交替運転者の配置基準を策定するにあたっては、旅行業者にもワ

ンマン運行が可能か否かが分かりやすいようにする観点から、実車距離及び

運行計画上の運転時間の上限を定めたところである。 

 しかしながら、過労運転防止の観点からは、今般定めた運行距離、運転時

間等の上限を遵守することに加え、勤務時間等基準告示10に定められた１日の

拘束時間の基準（原則１３時間以内、最大１６時間（１５時間超は週２回ま

で））を遵守することが重要である。 

 このため、旅行業者と貸切バス事業者においては、想定される観光の行程

の遅れや交通渋滞による遅れを考慮した上で１日の拘束時間が勤務時間等基

準告示に違反しないよう、両者間で協力して旅行計画及びそれに対応した具

体的な運行計画を策定することが望まれる。 

 

（５）観光バス等の貸切バスに係る車掌（保安要員としてのガイド）の乗務に

ついて 

 運輸規則第１５条において、バスを運行するにあたり「道路及び交通の状

況並びに輸送の状況により運転上危険があるとき。」には車掌を乗務させなけ

ればならないとされており、同第２８条において、貸切バス事業者は「運行

の主な経路における道路及び交通状況を事前に調査し、かつ、当該経路の状

態に適すると認められる自動車を使用しなければならない。」とされている。 

特に観光バス等の貸切バスについては、慣れない道を運行することよる過

労運転を防止する観点からも、これらの規定に則り、乗客を乗せる配車先や

目的地である観光地における道路状況について事前調査を行い、大型バスで

狭い道を通る必要がある場合などには車掌を乗務させるなど適切な対応が求

められる。 

 

  

 
10 勤務時間等基準告示は、労働省告示「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改

善基準告示）を引用している。改善基準告示については、ポイントを示した資料が厚生

労働省より作成されている。バス運転者用については、以下の URL を参照。 
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kantoku/dl/040330-11.pdf 
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おわりに 

 

バスの安全にかかる問題は、ここで取り上げたもの以外にも、参入規制のあ

り方、運賃・料金制度のあり方、監査体制の強化、処分の厳格化、旅行業者と

貸切バス事業者の公正な取引の確保等を含め、様々な問題が存在しており、国

土交通省においては課題に応じた有識者会議を設置し、総合的に取り組んでい

るところである。 

 

今回設定する交替運転者の配置基準については、生理学的な観点から最低限

の基準として設定するものであり、これまで実施されている各事業者による安

全対策が後退することは決してあってはならない。また、過労運転等による事

故を防止するためには、交替運転者の配置のみならず、点呼の確実な実施、運

転者に対する指導監督、事業者による定期健康診断等による健康状態の把握や

生活習慣管理を中心とした健康管理についての指導、勤務時間等基準告示の遵

守等の日頃の安全対策を引き続き実施していくことが基本かつ重要であること

は言うまでもない。 

 

今後もバス事業者、旅行業者等の関係者の協力を得ながら、今回の交替運転

者の配置基準等過労運転防止対策の周知や対策の実効性の確保に取り組む必要

があるとともに、関係省庁が連携しながら更なる公共交通の安全確保に取り組

んでいく必要がある。また、今回設定した交替運転者の配置基準については、

高速乗合バス及び貸切バスの運行実態を踏まえて設定したものであり、運行距

離や運転時間等の基準値そのものについては直ちに他の業態の事業用自動車に

適用できるものではないが、過労運転防止のためには運行前及び運行途中にお

ける適切な休憩・休息の確保や夜間運行に対する配慮が必要であるといった生

理学的な観点からの基本的考え方は他の業態においても同じであることから、

今後、他の業態においても今回の対策を参考にしながら、過労運転防止に取り

組むことが期待される。 

 

検討会では、昨夏の多客期前に緊急的に実施したバス運転者に対するアンケ

ートをはじめ、利用者アンケートや運転者の勤務実態、バスの運行実態等を把

握するための様々な調査を全国規模で実施したが、関係団体、バス事業者、労

働組合等の関係者のご協力により、検討会の議論に必要となる情報を迅速に収

集することができた。その結果、１０ヶ月という短い期間に交替運転者の配置

基準等の過労運転防止対策をまとめることができたことに関し、ご協力を頂い

た多くの関係者の方々に対して、心より感謝を申し上げる。 
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別紙１ 

別紙１ 過労運転防止（特に交替運転者の配置）に関する従来の規定等 

 

 

道路運送法第２７条第１項では、「輸送の安全等」の規定として、貸切バス事業者を含

む一般旅客自動車運送事業者については以下の規定が定められている。 
○道路運送法（昭和２６年６月１日法律第１８３号）（抄） 

（輸送の安全等） 

第２７条 一般旅客自動車運送事業者は、事業計画（路線定期運行を行う一般乗合旅客自

動車運送事業者にあつては、事業計画及び運行計画）の遂行に必要となる員数の運転者

の確保、事業用自動車の運転者がその休憩又は睡眠のために利用することができる施設

の整備、事業用自動車の運転者の適切な勤務時間及び乗務時間の設定その他の運行の管

理、事業用自動車の運転者、車掌その他旅客又は公衆に接する従業員の適切な指導監督、

事業用自動車内における当該事業者の氏名又は名称の掲示その他の旅客に対する適切

な情報の提供その他の輸送の安全及び旅客の利便の確保のために必要な事項として国

土交通省令で定めるものを遵守しなければならない。 

２～３ （略） 

 
同項に基づき、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年８月１日運輸省令第４４号）

第２１条において「過労防止等」に関する規定が定められている。同条のうち、以下の

とおり、同条第 1 項に「運転者の勤務期間及び乗務時間」に関する規定が、同条第６項

に「交替運転者の配置」に関する規定が定められている。 
 

○旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年８月１日運輸省令第４４号）（抄） 

（過労防止等） 

第２１条 旅客自動車運送事業者は、過労の防止を十分考慮して、国土交通大臣が告示で

定める基準に従つて、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間を定め、当該運転

者にこれらを遵守させなければならない。 

２～５ （略） 

６ 一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者は、運転者が長距

離運転又は夜間の運転に従事する場合であつて、疲労等により安全な運転を継続するこ

とができないおそれがあるときは、あらかじめ、交替するための運転者を配置しておか

なければならない。 

 
ここで、同条第１項における告示とは、「旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第１項

の規定に基づく事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年

１２月３日国土交通省告示第１６７５号。以下「勤務時間等基準告示」という。）のこと

であるが、同告示においては、以下のとおり、内容は、「自動車運転者の労働時間等の改

善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）とされている。 



27 
 

 
○「旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第１項の規定に基づく事業用自動車の運転者の

勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年１２月３日国土交通省告示第１６７５

号） 

旅客自動車運送事業者が運転者の勤務時間及び乗務時間を定める場合の基準は、運転者

の労働時間等の改善が過労運転の防止にも資することに鑑み、「自動車運転者の労働時間

等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）とする。 

 
「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）にお

いては、以下を基本とする拘束時間、休息期間、運転時間、連続運転時間等が定められ

ている。 
・ 一日(始業時刻から起算して二十四時間をいう)についての拘束時間は、十

三 時 間 を超 えないものとすること。延 長 する場 合 であっても、最 大 拘 束 時 間 は、

十六時間とすること。 

・ 勤務終了後、継続八時間以上の休息期間を与えること。 

・ 運転時間は、二日を平均し一日当たり九時間を超えないものとすること。 

・ 連続運転時間は、四時間を超えないものとすること。 

 
また、旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について（平成１４年１月３０日

国自総第４４６号、国自旅第１６１号、国自整第１４９号）（以下「解釈運用通達」とい

う。）においては、旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第６項の「交替運転者の配置」

に関する規定に関しては、以下のとおりの解釈等が定められていた（同項の解釈等につ

いては、前述のとおり改正し、平成２４年７月２０日及び同年１２月１日に施行した）。 
 

○「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」（平成１４年１月３０日国自

総第４４６号、国自旅第１６１号、国自整第１４９号）（抄） 

第２１条 過労防止等 
（１）～（５）（略） 
（６）交替運転者の配置（第６項） 
 ①「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な

運転を継続することができないおそれがあるとき」とは、運転者の体調等を考慮して

個別に判断することが必要であるが、勤務時間等基準告示で定められた条件を超えて

引き続き運行する場合は、これに該当する。 
   具体的には、次のような場合が該当する。 

イ．拘束時間が１６時間を超える場合 
ロ．運転時間が２日を平均して１日９時間を超える場合 
ハ．連続運転時間が４時間を超える場合 

 ②「交替するための運転者を配置」とは、交替運転者を当該事業用自動車に添乗させ、
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又は交替箇所に予め待機させることをいう。 

 
平成１９年２月に大阪府吹田市で発生した貸切バスによる事故（あずみ野観光バスに

よる事故）が発生したことから、この事故をきっかけにして設置された「貸切バスに関

する安全等対策検討会」（メンバー：国土交通省、貸切バス事業者、旅行業者、両業界の

団体、労働組合の実務者）においては、貸切バスに係る安全性の確保、質の向上に向け

た方策について検討が行われ、同年１０月に報告が取りまとめられた。当該報告におい

て、現行の「時間」による交替運転者の配置基準（＝運転時間が２日を平均して１日９

時間を超えないこと）では、個々の運行において交替運転者の配置が必要なケースに該

当するか不明確で、旅行業者にも説明しにくいとの指摘があり、国土交通省において、「乗

務距離」に基づく交替運転者の配置基準のあり方を検討することが盛り込まれた。 
同報告の趣旨を踏まえ、平成２０年６月２７日、勤務時間等基準告示で定められた運

転時間を遵守するための目安として、以下の乗務距離による交替運転者の配置の指針が

試行的に定められた。 
 
○一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗務距離による交替運転者の配置の指針について

（平成２０年６月２７日国自安第３９号、国自旅第１３３号）（抄） 

１．指針の対象となる乗務 
一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗務であって、高速道路における走行を伴うもの。

２．乗務距離による交替運転者の配置の指針 
勤務時間等基準告示で定められた２日を平均した１日当たりの運転時間の上限（９時

間）に相当する乗務距離の上限は６７０ｋｍとする（ただし、高速道路における乗務距

離に、一般道路（高速道路以外の道路をいう。以下同じ。）の乗務距離を２倍（北海道

のみにおいて乗務する場合は１．７倍）に換算したものを加算すること。）。 
３．留意事項 
（１）過労運転防止のためには、勤務時間等基準告示の遵守が必要であり、本指針は、同

告示を遵守するため、貸切バスの平均的な運行実態等を踏まえ、運転時間の上限を乗務

距離により試行的に示した目安である。個々のケースにおいては、本指針の上限を超え

るものの同告示に抵触しない場合は法令上問題がないが、本指針の上限を超えないもの

の、渋滞等の影響により同告示に抵触し、法令違反となる場合があり得るので、同告示

の遵守について十分に留意すること。（略） 
（２）～（４）（略） 

 
この指針の留意事項には、指針であって行政処分等につながる効力を持つものでなく、

またこの指針の上限を超えるものであっても勤務時間等基準告示に抵触しない場合はそ

れだけでは法令上問題がない一方、本指針の上限を超えない場合でも渋滞等の影響によ

り勤務時間等基準告示に抵触し、法令違反となる場合があり得るものであることについ

て注意が促されている。 
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平成２２年９月の総務省「貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視の結果に

基づく勧告」においては、この配置指針について、「運転者の健康面や生理学的な面での

検討が行われておらず、また労働協約等労使間の取り決め、運転者や有識者の意見等は

斟酌されていない。」ことから、「国土交通省は、貸切バスの安全運行に資する観点から、

交替運転者の配置基準における乗務距離の上限値について、乗務距離が運転者に与える

生理学的影響を踏まえたものに改定する必要がある。」とされている。 
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別紙２－１ 

別紙２－1 平成２４年夏の緊急対策 

「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について 

（平成２４年７月１８日付け国自安第４８号、国自旅第２２３号、国自整第７０号） 

第２１条 過労防止等 
（１）～（５） （略） 
（６）交替運転者の配置（第６項） 
① 「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続するこ

とができないおそれがあるとき」とは、運転者の体調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、

次のいずれかの場合がこれに該当する。 
イ．勤務時間等基準告示で定められた次のような条件を超えて引き続き運行する場合 

(ｲ) 拘束時間が１６時間を超える場合 
(ﾛ) 運転時間が２日を平均して１日９時間を超える場合 
(ﾊ) 連続運転時間が４時間を超える場合 

ロ．高速ツアーバス（高速道路（高速自動車国道法（昭和 32 年法律第 79 号）第 4 条第 1 項に規定する高

速自動車国道及び道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 48 条の 4 に規定する自動車専用道路をいう。）

を経由する２地点間の移動のみを主たる目的とする募集型企画旅行として運行される貸切バスをいう。

以下この項において同じ。）及び会員制高速バス（会費を支払った会員向けに一定期間乗り放題等の形態

で提供される、高速道路を経由する２地点間の移動サービスのために運行される貸切バスをいう。以下

同じ。）の夜間運行（最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻が、午前２時から午前４

時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。以下同じ。）において、その一運行実車距離（利

用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者又は会員制高速バスの運営主

体（以下「旅行業者等」という）が設定した起点から終点までの距離をいう。以下同じ。）が５００ｋｍ

を超える場合 
ハ．高速ツアーバス及び会員制高速バス（以下「高速ツアーバス等」という。）の夜間運行において、当該

運行を行う事業者が次の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組について実施せず、又は(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組

のうち１つも実施していない場合であって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合 
(ｲ)遠隔地において当該運行の乗務前又は乗務後の点呼を電話により行う際、当該運行を行う事業者が、

共同運行事業者その他の事業者（以下「共同運行事業者等」という。）と点呼時の立会いに関する契約

に基づき、当該共同運行事業者等の運行管理者又は補助者（以下「運行管理者等」という。）が運転者

に立ち会っていること、当該運行を行う事業者の他の営業所の運行管理者等が立ち会っていること、

又は IT を活用した点呼（運転者が所属する営業所に設置した装置（以下「設置型端末」という。）及

び運転者が携帯する装置（以下「携帯型端末」という。）のカメラによって、運行管理者等が当該運転

者の疾病、疲労等の状況を随時確認できると同時に、携帯型端末のカメラで撮影した画像及びアルコ

ール検知器の測定結果によって運行管理者等が当該運転者の酒気帯びの有無について確認できるとと

もに、当該測定結果を運行管理者の営業所の設置型端末へ自動的に記録し、及び保存できる点呼をい

う。）を行っていること 
(ﾛ)当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第４８条の

２第２項の規定に適合するデジタル式運行記録計を装着し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運

行管理を行っているとともに、デジタル式運行記録計の記録に基づく運転者指導を行っていること 
(ﾊ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２

０分以上の休憩を確保していること 
(ﾆ)当該運行を行う運転者の運行直前の休息期間が１１時間以上であること 
(ﾎ)当該運行を行う事業者が公益社団法人日本バス協会が実施する貸切バス事業者安全性評価認定制度に

基づき、現に認定を受けていること 
(ﾍ)当該運行を行う事業者が参加する安全運行協議会（「高速ツアーバスに係る安全運行協議会の設置につ

いて」（平成２４年６月１８日付け国自旅１９６号）に規定する安全運行協議会をいう。）が設置され、

運転者の過労防止策等の安全措置が適切に実行されていることについて、旅行業者のスタッフ又はこ

れに準ずる者による調査が行われていること 
(ﾄ)当該運行を行う事業者が高速バス運転者の育成プログラム（組織として体系的にバス運転者を育成す

ることを明記したプログラムであって、経験年数別に座学・実技を含む研修の実施を含むものをいう。）

を有し、それに従い運転者の育成を行っていること 
(ﾁ)当該運行を行う事業者が映像記録型ドライブレコーダーを用いて、運転者指導を行っていること 
(ﾘ)当該運行の用に供される車両に、衝突被害軽減ブレーキを装着していること 
(ﾇ)当該運行の用に供される車両に、車線逸脱警報装置を装着していること 
(ﾙ)当該運行の用に供される車両に、居眠りを感知できる装置を装着していること 
(ｦ)当該運行の運行管理を行う運行管理者等が２４時間にわたって運行中は営業所に常駐して運転者を支

援する体制を敷いていること 
ニ．高速ツアーバス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が上記ハ．の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取

組の全ての実施状況及び(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のいずれかの実施状況について、旅行業者等が当該

運行に係る予約の受付を開始するまでにインターネット上に公表しない場合であって、その一運行実車

距離が４００ｋｍを超える場合 
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（改正箇所は傍線部）

 
（インターネット上の公表の例） 

※当該運行の発着地、発着時刻、企画実施会社等に加え以下の内容を表示。 
（実車距離）○○○ｋｍ 
（当該運行に関し、自社で実施している安全確保のための取組） 
○「「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について（平成２４年７月

１８日付け国自安第４８号、国自旅第２２３号、国自整第７０号）」２１条（６）①ハ(ｲ)から(ﾆ)に
掲げる項目について、以下の通り、全てを実施している。 
(ｲ)遠隔地において、共同運行事業者の立会による点呼を行っている 
(ﾛ)デジタル式運行記録計による運行管理を行っている 
(ﾊ)連続運転時間を概ね２時間とし、２時間ごとに２０分以上の休憩を確保している 
(ﾆ)運転者の運行直前の休息期間を１１時間以上確保している 

○「「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について（平成２４年７月

１８日付け国自安第４８号、国自旅第２２３号、国自整第７０号）」２１条（６）①ハ(ﾎ)から(ｦ)
に掲げる項目のうち、以下の通り、(ﾎ)を実施している。 
(ﾎ)公益社団法人日本バス協会が実施する貸切バス事業者安全性評価認定制度に基づく認定を受け

ている 
 

ホ．高速ツアーバス等の夜間運行について、当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間（当該運行の乗

務開始から乗務終了までの時間）が１０時間を超える場合 
 
② 「交替するための運転者を配置」とは、交替運転者を当該事業用自動車に添乗させ、又は交替箇所に予

め待機させることをいう。 
 
 
第２４条 点呼等 
（１） 乗務前及び乗務後の点呼等の実施（第 1 項及び第 2 項） 
① 「運行上やむを得ない場合」とは、遠隔地で乗務が開始又は終了するため、乗務前点呼又は乗務後点呼

が乗務員が所属する営業所において対面で実施できない場合等をいい、車庫と当該車庫を所管する営業所

が離れている場合、早朝・深夜等において点呼執行者が営業所に出勤していない場合等は「運行上やむを

得ない場合」には該当しない。 
ただし、一般乗合旅客自動車運送事業及び道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号。以下「法」という。）

第21条第2号による許可を受けた一般貸切旅客自動車運送事業について事業用自動車の車庫が営業所から

「自動車の保管場所の確保等に関する法律施行令第 1 条第 1 号の規定に基づき運輸大臣が定める地域及び

運輸大臣が定める距離」（平成 3 年運輸省告示第 340 号）第 1 項の表の上欄に掲げる地域ごとに同表の下

欄中ただし書きに掲げる距離にある場合であって、乗務員が営業所以外の地で乗務を開始又は終了するこ

ととなることにより、乗務前点呼又は乗務後点呼を所属する営業所において対面で実施できない勤務とな

る場合は、「運行上やむを得ない場合」として取り扱って差し支えないが、運行の安全を確保するうえで、

対面による点呼が重要であることから、運行管理者等を派遣するなどできる限り対面で実施するよう指導

すること。 
また、点呼は営業所において行うことが原則であるが、営業所と車庫が離れている場合等、必要に応じ

て運行管理者等を車庫へ派遣して点呼を行う等、対面点呼を確実に実施するよう指導すること。 
②～④ （略） 

（２）～（３） （略） 
 
 
第２８条の２ 運行指示書による指示等 
（１）運行指示書と異なる運行を行う場合には、原則として、運行管理者の指示に基づいて行うよう指導する

こと。ただし、運転者が運転中に疲労や眠気を感じたときは、運行管理者の指示を受ける前に運転を中止し、

その後速やかに運行管理者に連絡を取り、指示を受けるよう指導すること。 
なお、変更の指示があった場合には、その内容、理由及び指示をした運行管理者の氏名を運行指示書に記

入させること。 
（２）第１項第４号の「旅客が乗車する区間」とは、個々の契約毎に最初に旅客が乗車する地点と最後に旅客

が降車する地点間をいうものであり、乗務員以外に添乗員等のみを運送する区間は含まれない。 
 
 
附 則（平成２４年７月１８日付け国自安第４８号、国自旅第２２３号、国自整第７０号） 

改正後の通達は、平成２４年７月２０日から施行する。 
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別紙２－２ 

別紙２－２ 平成２４年夏の緊急対策のチラシ 

 

  

高速ツアーバス等の夜間運行については、交替運転者の配置基準を策定

・高速ツアーバス ：高速道路を経由する２地点間の移動のみを主たる目的とする募集型企画旅行

として運行される貸切バス
・会員制高速バス：会費を支払った会員向けに一定期間乗り放題等の形態で提供される、高速道

路を経由する２地点間の移動サービスのために運行される貸切バス

「貸切バスの交替運転者の配置の指針」

「事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年国土交通省告示第１６
７５号）で定められた２日を平均した１日当たりの運転時間の上限（９時間） に相当する乗務距離の上
限は、６７０ｋｍとする （ ただし、高速道路における乗務距離に、一般道路（高速道路以外の道路をい
う。）における乗務距離を２倍（北海道のみにおいて乗務する場合は１．７倍）に換算したものを加算。）

※指針の対象となる乗務
一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗務であって、高速道路における走行を伴うもの。

これまで

［適用対象となる高速ツアーバス等］

高速ツアーバス等の夜間運行において、以下の運行距離又は乗務時間を超える場
合は、交替運転者を必要とする。

・ 事業者が特別な安全措置を実施していない場合であって、一運行実車距離が
400kmを超える場合

・ 事業者が特別な安全措置の実施状況を公表していない場合であって、一運行実
車距離が400kmを超える場合

・ 事業者が特別な安全措置を実施し、その内容について公表している場合であっ
て、一運行実車距離が500kmを超える場合

・ 乗務する運転者の１日の乗務時間が10時間を超える場合

交替運転者の配置基準の概要

平成24年7月20日から

高速ツアーバス等の交替運転者の配置基準を策定しました

特別な安全措置

①必須項目（全て）
イ）遠隔地における第３者立ち会いに

よる点呼等
ロ）デジタル式運行記録計による運行

管理
ハ）連続運転時間を概ね２時間ごとに

合計で２０分以上の休憩
二）休息期間が１１時間以上

②選択項目（左記に加え以下に１つ以上該当）
ホ）日本バス協会の安全性評価認定を受けている
ヘ）安全運行協議会による安全措置に関する調査

を実施
ト）高速バス運転者の育成プログラムを有する
チ）ドライブ・レコーダーによる運転者指導
リ）衝突被害軽減ブレーキの装着
ヌ) 車線逸脱警報装置の装着
ル）居眠りを感知できる装置の装着
ヲ）24時間体制による運転者サポート

詳細は次ページ参照

国土交通省自動車局
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平成２４年夏の緊急対策のチラシ（裏面） 

  

○「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」(平成14年国自総第446号、国自旅第161号、国自整第
149号)の改正箇所

第２１条 過労防止等
(1)～(5)（略）
(6) 交替運転者の配置（第６項）
① 「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれ
があるとき」とは、運転者の体調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、次のいずれかの場合がこれに該当する。
イ．勤務時間等基準告示で定められた次のような条件を超えて引き続き運行する場合
(ｲ) 拘束時間が１６時間を超える場合
(ﾛ) 運転時間が２日を平均して１日９時間を超える場合
(ﾊ) 連続運転時間が４時間を超える場合

ロ．高速ツアーバス（高速道路（高速自動車国道法（昭和32年法律第79号）第4条第1項に規定する高速自動車国道及び道路法
（昭和27年法律第180号）第48条の4に規定する自動車専用道路をいう。）を経由する２地点間の移動のみを主たる目的とす
る募集型企画旅行として運行される貸切バスをいう。以下この項において同じ。）及び会員制高速バス（会費を支払った会
員向けに一定期間乗り放題等の形態で提供される、高速道路を経由する２地点間の移動サービスのために運行される貸切バ
スをいう。以下同じ。）の夜間運行（最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻が、午前２時から午前４時
までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。以下同じ。）において、その一運行実車距離（利用者の乗車の有無
に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者又は会員制高速バスの運営主体（以下「旅行業者等」という）が設
定した起点から終点までの距離をいう。以下同じ。）が５００ｋｍを超える場合

ハ．高速ツアーバス及び会員制高速バス（以下「高速ツアーバス等」という。）の夜間運行において、当該運行を行う事業者
が次の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組について実施せず、又は(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のうち１つも実施していない場合
であって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合
(ｲ)遠隔地において当該運行の乗務前又は乗務後の点呼を電話により行う際、当該運行を行う事業者が、共同運行事業者その
他の事業者（以下「共同運行事業者等」という。）と点呼時の立会いに関する契約に基づき、当該共同運行事業者等の運
行管理者又は補助者（以下「運行管理者等」という。）が運転者に立ち会っていること、当該運行を行う事業者の他の営
業所の運行管理者等が立ち会っていること、又はITを活用した点呼（運転者が所属する営業所に設置した装置（以下「設
置型端末」という。）及び運転者が携帯する装置（以下「携帯型端末」という。）のカメラによって、運行管理者等が当
該運転者の疾病、疲労等の状況を随時確認できると同時に、携帯型端末のカメラで撮影した画像及びアルコール検知器の
測定結果によって運行管理者等が当該運転者の酒気帯びの有無について確認できるとともに、当該測定結果を運行管理者
の営業所の設置型端末へ自動的に記録し、及び保存できる点呼をいう。）を行っていること

(ﾛ)当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第４８条の２第２項の規定に適
合するデジタル式運行記録計を装着し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行管理を行っているとともに、デジタル
式運行記録計の記録に基づく運転者指導を行っていること

(ﾊ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を確
保していること

(ﾆ)当該運行を行う運転者の運行直前の休息期間が１１時間以上であること
(ﾎ)当該運行を行う事業者が公益社団法人日本バス協会が実施する貸切バス事業者安全性評価認定制度に基づき、現に認定を
受けていること

(ﾍ)当該運行を行う事業者が参加する安全運行協議会（「高速ツアーバスに係る安全運行協議会の設置について」（平成２４
年６月１８日付け、国自旅１９６号）に規定する安全運行協議会をいう。）が設置され、運転者の過労防止策等の安全措
置が適切に実行されていることについて、旅行業者のスタッフ又はこれに準ずる者による調査が行われていること

(ﾄ)当該運行を行う事業者が高速バス運転者の育成プログラム（組織として体系的にバス運転者を育成することを明記したプ
ログラムであって、経験年数別に座学・実技を含む研修の実施を含むものをいう。）を有し、それに従い運転者の育成を
行っていること

(ﾁ)当該運行を行う事業者が映像記録型ドライブレコーダーを用いて、運転者指導を行っていること
(ﾘ)当該運行の用に供される車両に、衝突被害軽減ブレーキを装着していること
(ﾇ)当該運行の用に供される車両に、車線逸脱警報装置を装着していること
(ﾙ)当該運行の用に供される車両に、居眠りを感知できる装置を装着していること
(ｦ)当該運行の運行管理を行う運行管理者等が２４時間にわたって運行中は営業所に常駐して運転者を支援する体制を敷いて
いること

ニ．高速ツアーバス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が上記ハ．の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組の全ての実施状
況及び(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のいずれかの実施状況について、旅行業者等が当該運行に係る予約の受付を開始するま
でにインターネット上に公表しない場合であって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合

ホ．高速ツアーバス等の夜間運行について、当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間（当該運行の乗務開始から乗務終了
までの時間）が１０時間を超える場合

② （略）

一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者は、運転者が長距離運転又は夜間
の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれがあると
きは、あらかじめ、交替するための運転者を配置しておかなければならない。

〔根拠法令〕 旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第６項

上記法令の解釈及び運用を改正

交替運転者の配置義務違反 初違反 再違反

未配置５件以下 警告 ２０日車

未配置６件以上１５件以下 １０日車 ３０日車

未配置１６件以上 ２０日車 ６０日車

【参考】
運輸規則第２１条第６項
（交替運転者の配置義務）
違反時の行政処分基準
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別紙３－１ 

別紙３－１ 平成２４年冬季の多客期対策 

「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正について 

（平成２４年１１月２２日付け国自安第１０５号、国自旅第３３１号、国自整第１５８号） 

 
第２１条 過労防止等 

（１）～（５） （略） 

（６）交替運転者の配置（第６項） 

① （略） 

イ．（略） 

ロ．高速ツアーバス等（「「高速ツアーバス」及び「会員制高速バス」の定義等について」（平成 24 年 10月

31 日付け国自安第 96 号、国自旅第 318号、観観産第 305 号）において規定する高速ツアーバス及び会員

制高速バスをいう。以下同じ。）の夜間運行（最初の乗客が乗車する時刻又は最後の乗客が降車する時刻

が、午前２時から午前４時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。以下同じ。）において、

その一運行実車距離（利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者又は

会員制高速バスの運営主体（以下「旅行業者等」という）が設定した起点から終点までの距離をいう。

以下同じ。）が５００ｋｍを超える場合 

ハ．高速ツアーバス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が次の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組に

ついて実施せず、又は(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のうち１つも実施していない場合であって、その一

運行実車距離が４００ｋｍを超える場合 

(ｲ)～(ｦ)（略） 

ニ．（略） 

ホ．高速ツアーバス等の夜間運行について、当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間（当該運行の乗

務開始から乗務終了までの時間をいう。以下同じ。）が１０時間を超える場合 

ヘ．貸切バス（高速ツアーバス等以外の貸切バスをいう。以下この項において同じ。）の夜間運行において、

その一運行実車距離が５００ｋｍを超える場合 

ト．貸切バスの夜間運行において、以下の(ｲ)又は(ﾛ)のいずれかを満たしていない場合であって、その一

運行実車距離が４００ｋｍを超える場合 

(ｲ)当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間が１０時間を超えず、当該運行を行う事業者が上記ハ．

の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる全ての取組について実施し、上記ハ．の(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のう

ちいずれかを実施するとともに、これらの実施状況を公表していること 

(ﾛ)当該運行に乗務する運転者の休息期間及び休憩時間が次の(ⅰ)から(ⅲ)までの条件をいずれも満た

していること 

(ⅰ)当該運行の運行直前の休息期間が１１時間以上であること 

(ⅱ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごと

に２０分以上の休憩を確保していること 

(ⅲ)当該運行の実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間に適切な仮眠施設（運転者が身体を伸ば

して仮眠することのできる施設（車両床下の仮眠施設、リクライニングシート等の座席を含む）をい

う。）で仮眠するための連続１時間以上の休憩を確保していること 

 

② （略） 

 

附 則（平成２４年１１月２２日付け国自安第１０５号、国自旅第３３１号、国自整第１５８号） 

改正後の通達は、平成２４年１２月１日から施行する。 

（改正箇所は傍線部） 
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別紙３－２ 

別紙３－２ 平成２４年冬期の多客期対策のチラシ 

  

・高速ツアーバス ：高速道路を経由する２地点間の移動

のみを主たる目的とする募集型企画旅行として運行され
る貸切バス

・会員制高速バス：会費を支払った会員向けに一定期間
乗り放題等の形態で提供される、高速道路を経由する２
地点間の移動サービスのために運行される貸切バス

「貸切バスの交替運転者の配置の指針」

「事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」（平成１３年国土交通省告示第１６７５
号）で定められた２日を平均した１日当たりの運転時間の上限（９時間） に相当する乗務距離の上限は、６
７０ｋｍとする （ ただし、高速道路における乗務距離に、一般道路（高速道路以外の道路をいう。）における
乗務距離を２倍（北海道のみにおいて乗務する場合は１．７倍）に換算したものを加算。）

※指針の対象となる乗務
一般貸切旅客自動車運送事業に係る乗務であって、高速道路における走行を伴うもの。

これまで

［高速ツアーバス等］

夜間の貸切バスは実車４００ｋｍ超の場合、交替運転者が必要です

国土交通省自動車局

平成２４年１２月１日から適用

◆高速ツアーバス等の夜間運行の配置基準◆

平成２４年７月２０日から実施済み

＜概要＞

○一運行実車距離が400kmを超える場合、
交替運転者を配置する。

ただし、次のイ又はロを満たす場合は、

一運行実車距離が500kmを超える場合に
交替運転者を配置する。

イ 運転者の１日の乗務時間が10時間を

超えず、特別な安全措置（※）を実施し、そ
の内容について公表している場合

ロ 運転者の休息期間及び休憩時間が

以下の(ⅰ)～(ⅲ)の条件を全て満たす場
合
(ⅰ)運行直前の休息期間が１１時間以上
(ⅱ) 連続運転時間を概ね２時間以下とし、

概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を

確保
(ⅲ) 実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまで

の間に適切な仮眠施設（運転者が身
体を伸ばして仮眠することのできる施
設（車両床下の仮眠施設、リクライニ

ングシート等の座席を含む）をいう。）
で仮眠するための連続１時間以上の
休憩を確保

（※）・・・特別な安全措置

①必須項目（全て）
イ）遠隔地における第３者立ち会いによる点呼又はＩＴを活

用した点呼
ロ）デジタル式運行記録計による運行管理
ハ）連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに

２０分以上の休憩を確保
二）運行直前の休息期間が１１時間以上

②選択項目（左記に加え以下に１つ以上該当）
ホ）日本バス協会の安全性評価認定を受けている
ヘ）安全運行協議会による安全措置に関する調査を実施
ト）高速バス運転者の育成プログラムを有する
チ）ドライブ・レコーダーによる運転者指導
リ）衝突被害軽減ブレーキの装着
ヌ) 車線逸脱警報装置の装着
ル）居眠りを感知できる装置の装着
ヲ）24時間体制による運転者サポート

＜概要＞

○一運行実車距離が400kmを超える場合、
交替運転者を配置する。
ただし、事業者が特別な安全措置（※）を実施
し、その内容について公表している場合は、

一運行実車距離が500kmを超える場合に
交替運転者を配置する。

○運転者の１日の乗務時間が10時間を超える
場合、交替運転者を配置する。

詳細は次ページ参照

貸切バスの交替運転者の配置基準を策定

◆貸切バス（*）の夜間運行の配置基準◆
* 高速ツアーバス等以外の貸切バス

平成２４年１１月
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平成２４年冬期の多客期対策のチラシ（裏面） 

  

○「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」(平成14年国自総第446号、国自旅第161号、国自整第
149号)の改正箇所

第２１条 過労防止等
(1)～(5)（略）
(6) 交替運転者の配置（第６項）
① 「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれがあるとき」とは、
運転者の体調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、次のいずれかの場合がこれに該当する。
イ．勤務時間等基準告示で定められた次のような条件を超えて引き続き運行する場合
(ｲ) 拘束時間が１６時間を超える場合
(ﾛ) 運転時間が２日を平均して１日９時間を超える場合
(ﾊ) 連続運転時間が４時間を超える場合

ロ．高速ツアーバス（「「高速ツアーバス」及び「会員制高速バス」の定義等について」（平成24年10月31日付け国自安第96号、国自旅第318号、
観観産第305号）において規定する高速ツアーバス及び会員制高速バスをいう。以下同じ。）の夜間運行（最初の乗客が乗車する時刻又は最後の
乗客が降車する時刻が、午前２時から午前４時までの間にある運行又は当該時刻をまたぐ運行をいう。以下同じ。）において、その一運行実車距
離（利用者の乗車の有無に関わらず、利用者が乗車可能な区間として、旅行業者又は会員制高速バスの運営主体（以下「旅行業者等」という）が
設定した起点から終点までの距離をいう。以下同じ。）が５００ｋｍを超える場合

ハ．高速ツアーバス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が次の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組について実施せず、又は(ﾎ)から(ｦ)までに
掲げる取組のうち１つも実施していない場合であって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合
(ｲ)遠隔地において当該運行の乗務前又は乗務後の点呼を電話により行う際、当該運行を行う事業者が、共同運行事業者その他の事業者（以下

「共同運行事業者等」という。）と点呼時の立会いに関する契約に基づき、当該共同運行事業者等の運行管理者又は補助者（以下「運行管理者
等」という。）が運転者に立ち会っていること、当該運行を行う事業者の他の営業所の運行管理者等が立ち会っていること、又はITを活用した
点呼（運転者が所属する営業所に設置した装置（以下「設置型端末」という。）及び運転者が携帯する装置（以下「携帯型端末」という。）の
カメラによって、運行管理者等が当該運転者の疾病、疲労等の状況を随時確認できると同時に、携帯型端末のカメラで撮影した画像及びアル
コール検知器の測定結果によって運行管理者等が当該運転者の酒気帯びの有無について確認できるとともに、当該測定結果を運行管理者の営業
所の設置型端末へ自動的に記録し、及び保存できる点呼をいう。）を行っていること

(ﾛ)当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第４８条の２第２項の規定に適合するデジタル式運
行記録計を装着し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行管理を行っているとともに、デジタル式運行記録計の記録に基づく運転者指導を
行っていること

(ﾊ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を確保していること
(ﾆ)当該運行を行う運転者の運行直前の休息期間が１１時間以上であること
(ﾎ)当該運行を行う事業者が公益社団法人日本バス協会が実施する貸切バス事業者安全性評価認定制度に基づき、現に認定を受けていること
(ﾍ)当該運行を行う事業者が参加する安全運行協議会（「高速ツアーバスに係る安全運行協議会の設置について」（平成２４年６月１８日付け、

国自旅１９６号）に規定する安全運行協議会をいう。）が設置され、運転者の過労防止策等の安全措置が適切に実行されていることについて、
旅行業者のスタッフ又はこれに準ずる者による調査が行われていること

(ﾄ)当該運行を行う事業者が高速バス運転者の育成プログラム（組織として体系的にバス運転者を育成することを明記したプログラムであって、
経験年数別に座学・実技を含む研修の実施を含むものをいう。）を有し、それに従い運転者の育成を行っていること

(ﾁ)当該運行を行う事業者が映像記録型ドライブレコーダーを用いて、運転者指導を行っていること
(ﾘ)当該運行の用に供される車両に、衝突被害軽減ブレーキを装着していること
(ﾇ)当該運行の用に供される車両に、車線逸脱警報装置を装着していること
(ﾙ)当該運行の用に供される車両に、居眠りを感知できる装置を装着していること
(ｦ)当該運行の運行管理を行う運行管理者等が２４時間にわたって運行中は営業所に常駐して運転者を支援する体制を敷いていること

ニ．高速ツアーバス等の夜間運行において、当該運行を行う事業者が上記ハ．の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる取組の全ての実施状況及び(ﾎ)から(ｦ)ま
でに掲げる取組のいずれかの実施状況について、旅行業者等が当該運行に係る予約の受付を開始するまでにインターネット上に公表しない場合で
あって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合

ホ．高速ツアーバス等の夜間運行について、当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間（当該運行の乗務開始から乗務終了までの時間をいう。
以下同じ。）が１０時間を超える場合

ヘ．貸切バス（高速ツアーバス等以外の貸切バスをいう。以下この項において同じ。）の夜間運行において、その一運行実車距離が５００ｋｍを
超える場合

ト．貸切バスの夜間運行において、以下の(ｲ)又は(ﾛ)のいずれかを満たしていない場合であって、その一運行実車距離が４００ｋｍを超える場合
(ｲ)当該運行に乗務する運転者の１日の乗務時間が１０時間を超えず、当該運行を行う事業者が上記ハ．の(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる全ての取組に

ついて実施し、上記ハ．の(ﾎ)から(ｦ)までに掲げる取組のうちいずれかを実施するとともに、これらの実施状況を公表していること
(ﾛ)当該運行に乗務する運転者の休息期間及び休憩時間が次の(ⅰ)から(ⅲ)までの条件をいずれも満たしていること

(ⅰ)当該運行の運行直前の休息期間が１１時間以上であること
(ⅱ)当該運行の運行計画において、当該運行の連続運転時間を概ね２時間以下とし、概ね２時間ごとに２０分以上の休憩を確保していること
(ⅲ)当該運行の実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間に適切な仮眠施設（運転者が身体を伸ばして仮眠することのできる施設（車両床下

の仮眠施設、リクライニングシート等の座席を含む）をいう。）で仮眠するための連続１時間以上の休憩を確保していること
② （略）

一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者は、運転者が長距離運転又は夜間
の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を継続することができないおそれがあると
きは、あらかじめ、交替するための運転者を配置しておかなければならない。

〔根拠法令〕 旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第６項

上記法令の解釈及び運用を改正

交替運転者の配置義務違反 初違反 再違反

未配置５件以下 警告 ２０日車

未配置６件以上１５件以下 １０日車 ３０日車

未配置１６件以上 ２０日車 ６０日車

【参考】
運輸規則第２１条第６項
（交替運転者の配置義務）
違反時の行政処分基準
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別紙４ 

別紙４ 高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準（案） 

 

旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31 年 8 月 1 日運輸省令第 44 号）第 21 条

第 6 項の「運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労

等により安全な運転を継続することができないおそれがあるとき」とは、運転

者の体調等を考慮して個別に判断することが必要であるが、高速乗合バス（貸

切委託運行を含む。以下同じ。）にあっては①又は②、貸切バス（貸切委託運行

を除く。以下同じ。）にあっては①又は③の場合には、交替運転者を配置しなけ

ればならない。 

① 勤務時間等基準告示で定められた条件を超えて引き続き運行する場合 

(ｲ) 拘束時間が１６時間を超える場合 

(ﾛ) 運転時間が２日を平均して１日９時間を超える場合 

(ﾊ) 連続運転時間が４時間を超える場合 

② 「２．高速乗合バスの交替運転者の配置基準」に定める条件を超えて引き

続き運行する場合 

③ 「３．貸切バスの交替運転者の配置基準」に定める条件を超えて引き続き

運行する場合 

 

１．用語の定義 

（１）高速乗合バス：道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第

３条の３第１号に規定する路線定期運行であって、同規則第 10

条第 1項第 1号ロの運賃を適用するもの（注）をいう。 

（注）「専ら一の市町村（特別区を含む。）の区域を越え、かつ、

その長さが概ね５０キロメートル以上の路線において、停

車する停留所を限定して運行する自動車により乗合旅客を

運送するもの」 

（２）貸切委託運行：道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３５条第１

項の許可を受けて行う管理の受委託であって、委託者の高速乗

合バスに係る一般乗合旅客自動車運送事業の管理を他の一般貸

切旅客自動車運送事業者に委託し、受託者が保有する事業用自

動車をその運行の用に供する運行をいう。 

（３）一日の乗務：一人の運転者が一日（始業から起算して 24 時間をいう。以

下同じ。）のうち、最初に運転を開始してから、最後に運転を終

了するまでの間の乗務。 

（４） 一運行：一人の運転者の一日の乗務のうち、回送運行を含む運転開始

から運転終了までの一連の乗務を一運行とする。ただし、実車

中以外で一時間以上のまとまった休憩をとる場合には、その前



38 
 

後でそれぞれ別の運行とする。なお、同じ一日の乗務の中で二

つの夜間運行に連続して乗務する場合には、一時間以上のまと

まった休憩を挟んでいても、これらの連続する運行を合わせて

一つの夜間運行と見なす。 

（５）ワンマン運行：交替運転者が同乗していない運行。実車運行区間の一部

であっても交替運転者が同乗していない場合及び運行計画上、

交替運転を行わない運転者等が同乗している場合についても、

当該一運行全体をワンマン運行とする。 

（６）夜間運行：最初の乗客が乗車する時刻若しくは運転交替により乗務を開

始する時刻又は最後の乗客が降車する時刻若しくは運転交替に

より乗務を終了する時刻が、午前２時から午前４時までの間に

ある運行又は当該時刻をまたぐ運行。 

（７）昼間運行：夜間運行に該当しない運行。 

（８）実車距離：乗客の乗車の有無に関わらず、乗車可能な区間として設定し

た距離（回送運行する距離は含まない。） 

（９）一運行の実車距離：一人の運転者が一運行で運転する実車距離。 

（１０）一日の合計実車距離：一人の運転者が一日の乗務で運転する実車距離

の合計 

（１１）一運行の運転時間：一人の運転者が回送運行も含む一運行で運転する

時間。 

（１２）一日の運転時間：一人の運転者が回送運行も含む一日の乗務で運転す

る時間。 

 

２．高速乗合バスの交替運転者の配置基準 

 高速乗合バスにあっては、以下に定める実車距離、運転時間等の条件を超

えて運行する場合には、交替運転者を配置しなければならない。 

（１）夜間ワンマン運行に係る規定 

① 一運行の実車距離 

夜間ワンマン運行（夜間運行するワンマン運行をいう。以下同じ。）の一

運行の実車距離は原則 400km まで、以下のイ又はロを確保している場合（貸

切委託運行にあってはイを確保している場合）には 500km までとする。た

だし、貸切委託運行以外の場合であって、⑤の夜間運行の特認を受けた路

線を乗務する場合はこの限りでない。 

イ 運行前の休息期間を１１時間以上確保していること 

ロ 当該運行の実車距離 100km から 400km までの間に運転者が身体を完全

に伸ばして仮眠することのできる施設（車内の床下仮眠施設等を含む。

ただし、リクライニングシート等の座席を除く。）において連続１時間

以上の仮眠休憩を確保していること 
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② 連夜の夜間ワンマン運行に係る制限 

夜間ワンマン運行の連続乗務回数は４回（２往復）まで、一運行の実車

距離が 400km を超える場合には２回（１往復）までとする。 

③ 高速道実車運行区間の連続運転時間 

ワンマン運行の高速道実車運行区間における運行計画上の連続運転時

間は概ね２時間までとする。 

④ 夜間運行の実車運行途中における休憩の確保 

 夜間ワンマン運行する路線の実車運行区間では、運行計画上、全ての区

間において実車運転時間４時間毎に４０分以上（一運行の実車距離が

400km 以下の場合には３０分以上）の休憩（１回連続１０分以上で分割可）

を確保していなければならないものとする。 

⑤ 一運行の実車距離 500km を超える夜間ワンマン運行路線の特認 

①の規定にかかわらず、運行管理体制に係る路線毎の個別の審査により

一運行の実車距離 500km を超えるワンマンの夜間運行路線を設定できるも

のとする。 

この場合には、上記②から④までの基準に適合していることに加え、高

速乗合バス乗務に係る教育体制、運転者の健康管理体制、当該路線を維持

するために必要な運転者数（経験年数を含む）や当該路線を運行するため

に必要となる仮眠室を有する車両の保有台数などを審査するものとする。 

当該特認路線の運行については、上記②から④までの基準に適合してい

ることに加え、同一運転者につき週２回までとし、貸切委託運行は認めな

い。 

 

（２）昼間ワンマン運行に係る規定 

① 一運行の実車距離 

昼間ワンマン運行（昼間運行するワンマン運行をいう。以下同じ。）の一

運行の実車距離は原則 500km までとする。 

ただし、運行前１１時間以上の休息期間又は運行途中に１時間以上の休

憩（１回連続20分以上で分割可）を確保している場合は600kmまでとする。 

② 高速道実車運行区間の連続運転時間 

昼間ワンマン運行の高速道実車運行区間における運行計画上の連続運

転時間（１０分以上の運転の中断をすることなく連続して運転する時間を

いう。）は概ね２時間までとする。 

 

（３）一日の乗務に係る規定 

① 一日の合計実車距離 

一人の運転者の一日の乗務が、夜間ワンマン運行又は昼間ワンマン運行

の一運行のみの場合には、それぞれ２．（１）①の夜間ワンマン運行又は２．
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（２）①の昼間ワンマン運行に係る一運行の実車距離の規定を適用する。 

一人の運転者が一日の乗務の中で、二つ以上の運行に乗務する場合には、

一日の合計実車距離は原則 600km までとする。ただし、貸切委託運行を除

き週に３回までこれを超えることが出来るものとする。 

② 一日の運転時間 

一日の運転時間は原則９時間までとする。 

ただし、貸切委託運行を除き、週に３回までこれを超えることができる。 

 

（４）乗務中の体調報告 

一運行の実車距離 400km 超えの夜間ワンマン運行を行う場合には当該運

行の実車距離 100km から 400km までの間に、また、一日の乗務の合計実車距

離 500km 超えのワンマン運行を行う場合には当該一日の乗務の合計実車距

離 100km から 500km までの間に、運転者は運行管理者又は補助者に電話で連

絡し、体調報告を行うとともに、運行管理者又は補助者はその結果を記録し、

保存していなければならない。 

 

（５）デジタル式運行記録計による運行管理 

 一運行の実車距離 400km 超えの夜間ワンマン運行又は一日の乗務の合計

実車距離 500km 超えのワンマン運行を行う場合には、デジタル式運行記録計

による運行管理を行わなければならない。 

 

３．貸切バスの交替運転者の配置基準 

 貸切バスにあっては、以下に定める実車距離、運転時間等の条件を超えて

運行する場合には、交替運転者を配置しなければならない。 

（１）夜間ワンマン運行に係る規定 

① 一運行の実車距離 

夜間ワンマン運行の一運行の実車距離は原則 400km まで、以下のイ及び

ロを確保している場合には 500km までとする。 

イ 運行前の休息期間を１１時間以上確保していること 

ロ 一運行の乗務時間（当該運行の回送運行を含む乗務開始から乗務終了

までの時間）が 10 時間以内であること又は当該運行の実車距離 100km

から 400km までの間に運転者が身体を伸ばして仮眠することのできる

施設（車内の床下仮眠施設及びリクライニングシート等の座席を含む。）

において連続１時間以上の仮眠休憩を確保していること 

② 一運行の運転時間 

夜間ワンマン運行の一運行の運転時間は、運行計画上、９時間までとす

る。 

③ 連夜の夜間ワンマン運行に係る制限 
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夜間ワンマン運行の連続乗務回数は４回（２往復）まで、一運行の実車

距離が 400km を超える場合には２回（１往復）までとする。 

④ 夜間運行の実車運行途中における休憩の確保 

 夜間ワンマン運行する場合の実車運行区間では、運行計画上、連続運転

時間は概ね２時間までとし、概ね 2時間毎に 20 分以上の休憩（一運行の実

車距離が 400km 以下の場合には運転時間 2時間毎に 15 分以上の休憩）を確

保していなければならないものとする。 

 

（２）昼間ワンマン運行に係る規定 

① 一運行の実車距離 

昼間ワンマン運行の一運行の実車距離は 500km までとする。 

ただし、運行途中に１時間以上の休憩（１回連続 20 分以上で分割可）

を確保している場合は 600km までとする。 

② 高速道実車運行区間の連続運転時間 

昼間ワンマン運行の高速道路の実車運行区間における運行計画上の連

続運転時間（１０分以上の運転の中断をすることなく連続して運転する時

間をいう。）は概ね２時間までとする。 

 

（３）一日の乗務に係る規定 

① 一日の合計実車距離 

一人の運転者の一日の乗務が、夜間ワンマン運行又は昼間ワンマン運行

の一運行のみの場合には、それぞれ３．（１）①の夜間ワンマン運行又は３．

（２）①の昼間ワンマン運行に係る一運行の実車距離の規定を適用する。 

一人の運転者が一日の乗務の中で、二つ以上の運行に乗務する場合には、

一日の合計実車距離は原則 600km までとする。 

ただし、一週間について２回まで、これを超えることが出来るものとす

る。 

② 一日の運転時間 

一日の運転時間は、運行計画上、原則９時間までとする。 

ただし、一週間について２回まで、これを１０時間までとすることが出

来るものとする。 

 

（４）乗務中の体調報告 

一運行の実車距離 400km 超えの夜間ワンマン運行を行う場合には当該運

行の実車距離 100km から 400km までの間に、また、一日の乗務の合計実車距

離 500km 超えのワンマン運行を行う場合には当該一日の乗務の合計実車距

離 100km から 500km までの間に、運転者は運行管理者又は補助者に電話で連

絡し、体調報告を行うとともに、運行管理者又は補助者はその結果を記録し、



42 
 

保存していなければならない。 

 

（５）デジタル式運行記録計による運行管理 

 一運行の実車距離 400km 超えの夜間ワンマン運行又は一日の乗務の合計

実車距離 600km 超えのワンマン運行を行う場合には、デジタル式運行記録計

による運行管理を行わなければならない。 

 

 

 

【施行日（予定）】 

○２．（５）及び３．（５）を除く部分・・・平成２５年８月１日（高速ツアー

バス及び会員制高速バスから高速乗合バスへの移行のために、乗合バス事業

に係る許認可の取得を完了させ、平成２５年８月１日より前に高速乗合バス

の運行を開始する場合にあっては、その運行を開始する日） 

 

○２．（５）及び３．（５）に係る部分・・・平成２６年１月１日 
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別紙５ 

別紙５ 健康状態に起因する事故防止のための現状の取組み等 

（第 7 回検討会資料３別紙２より） 

 

１．法令における位置づけ 

（１）健康診断の義務付け、疾病等の乗務員を乗務させることの禁止 

労働安全衛生法に基づく健康診断等を受診することにより、乗務員の健康状態

を把握すること、疾病等の乗務員の乗務を禁止することを義務付けている。 

○旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年国土交通省令第４４号）（抄） 

（過労防止等）  

第２１条 

５ 旅客自動車運送事業者は、乗務員の健康状態の把握に努め、疾病、疲労その他

の理由により安全な運転をし、又はその補助をすることができないおそれがある

乗務員を事業用自動車に乗務させてはならない。  

 

（運行管理者の業務）  

第４８条  

四の二  乗務員の健康状態の把握に努め、第２１条第５項の乗務員を事業用自

動車に乗務させないこと。 

○旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について 

（自動車局安全政策課長、旅客課長及び整備課長による通達） 

 

第 21 条 過労防止等 

(5) 健康状態の把握及び疾病・疲労等のある乗務員の乗務禁止（第 5項） 

① 「健康状態の把握」とは、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 66

条第 1 項に基づく健康診断、同条第 4 項の指示を受けて行うべき健康診断、

同条第 5 項ただし書きの場合において運転者が受診する健康診断を行うこと

をいう。 

 

 

（２）定期健康診断における診断項目 

定期健康診断の内容は以下のとおり。 

○労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）（抄） 

（定期健康診断） 

第４４条 事業者は、常時使用する労働者（第４５条第１項に規定する労働者を除

く。）に対し、１年以内ごとに１回、定期に、次の項目について医師による健康診

断を行わなければならない。 

一 既往歴及び業務歴の調査 

二 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

三 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査 

四 胸部エックス線検査及び喀痰検査 

五 血圧の測定 

六 貧血検査 

七 肝機能検査 

八 血中脂質検査 

九 血糖検査 

十 尿検査 

十一 心電図検査 
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（３）運行管理者による点呼の実施による健康状態の把握 

点呼時に、疾病、疲労等の確認を義務付けている。 

○旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年国土交通省令第４４号）（抄） 

（点呼等） 

第２４条 旅客自動車運送事業者は、乗務しようとする運転者に対して対面（運行上

やむを得ない場合は電話その他の方法。次項において同じ。）により点呼を行い、

次の各号に掲げる事項について報告を求め、及び確認を行い、並びに事業用自動車

の運行の安全を確保するために必要な指示を与えなければならない。  

一 自動車の点検の実施又はその確認 

二 酒気帯びの有無 

三 疾病、疲労その他の理由により安全な運転をすることができないおそれの有無 

（「その他の理由」・・・覚せい剤の服用、睡眠不足等） 
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２．マニュアルの策定 

 

（１）『運転者の健康管理にかかるマニュアル』（平成２２年７月） 

本マニュアルを策定し、以下をポイントとした健康管理の手順について各事業

者に対し指導。 

・事業者による「運転者の健康状態の把握」 

・運行管理者による乗務前点呼等時の「乗務前の判断・対処」 

・運転者による「乗務中の注意・対処」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「運行管理者の手元利用版」及び「運転者の手元利用版」も作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

健
康
診
断

等

対
処

＜ 健康管理の手順＞

健
康
診
断
結
果
等
に
応

じ
た
健
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管
理
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び
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変
更
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断
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注
意
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務
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意
見
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不可

運
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者
毎
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方
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運行管理者の手元利用版 運転者の手元利用版 
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（２）『「睡眠時無呼吸症候群」に注意しましょう！』（平成１９年６月） 

本マニュアルを策定し、以下をポイントとした指導を各事業者に対し実施。 

・ＳＡＳの早期発見・早期治療の重要性について、運転者、運行管理者等に周

知すること 

・スクリーニング検査の受診に努めること 

・ＳＡＳと診断された場合には、適切な治療を受けること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．講習の実施 

 

運行管理者に対する法定講習（２年に１度の受講を義務付け）において、運転

者の健康状態の把握の重要性を含む、自動車運送事業に関する法令について講

義を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
講習の様子 講習用テキスト 
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別紙６ 

別紙６ 過労運転防止のための先進的な取り組みに対する支援 

 
 
 
 

平成２４年４月の高速ツアーバスの事故を踏まえ、貸切バス事業者等における過労運転防止の
ための取り組みを促進するため、営業所を離れた運転者の疲労状態等の把握、運行中の運転者
の乗務時間等の状況（運転時間、休憩時間等）の把握等が可能となるＩＴ機器を活用した先進的
な取り組みを行っている事業者に対し、必要な機器の導入について支援を行う。

（４）運行中の運行管理機器

・運転時間、休憩時間の把握
・GPSを使った車両位置情報の把握 等

（２）運行中における運転者の
疲労状態を測定する機器

期待される効果

先進的な機器の導入により、運転者の過労運転を防止し、居眠り運転等を原因とす
る重大事故を防ぐ。

事業の目的

（１）ＩＴを活用した

遠隔地における点呼機器

・カメラ等を通して疲労等を確認
・点呼日時、点呼結果等の自動記録 等

（３）休息期間における運転者の
睡眠状態を測定する機器

・生体信号により運行中の疲労状態を測定
・データを活用した安全指導の実施 等

・生体信号により休息期間の睡眠状態を測定
・データを活用した安全指導の実施 等

運行管理者
（営業所）

運転者
（遠隔地）

運行管理者
（営業所）

運転者
（遠隔地）

導入支援の対象となる取り組み

運行管理者

運転者


